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令和２（2020）年 11月 

武蔵野市障害者計画・第６期障害福祉計画策定委員会 

  この計画は、今後行われるパブリックコメントや市民意見交換会からのご意見等を踏まえ、

策定委員会において議論及び最終調整のうえ決定されるため、変更となる場合がございます。 

 



 

 

 

 

武蔵野市障害者計画・第６期障害福祉計画「中間のまとめ」へのご意見を募集し

ます。 

 

市では障害者基本法に基づく障害者福祉計画と、障害者総合支援法に基づく第６期障

害福祉計画、児童福祉法に基づく障害児計画を一体的に策定しています。現在、策定委

員会を設置し、令和３（2021）年度～令和５（2023）年度を計画期間とする次期計

画の改定作業を進めております。  

このたび、「中間のまとめ」がまとまりましたので、市民の皆様にご報告するととも

に、最終報告書作成に向けて、広くご意見を募集いたします。  

 

■ご意見の提出方法 

○電子メール、FAX又は郵送のいずれかの方法でご意見をお寄せください。電話で

はお受けできませんのでご了承ください。  

○ご意見の提出にあたっては、氏名、住所、連絡先を記入のうえ、ご提出をお願いい

たします。 

 

■募集期間 

 令和２（2020）年 11 月 16 日（月）～12 月 18 日（金）まで（必着）  

※ご提出いただいたご意見は、原則公開とさせていただきます。   

  

■「武蔵野市障害者計画・第６期障害福祉計画 中間のまとめ」市民意見交換会 

（事前申し込み制） 

市民の皆様から直接ご意見を伺う機会を次の日程で設けます。  

12 月 12 日（土）10 時～11 時 30 分 武蔵野市役所４階 412 会議室  

※参加を希望される方は、事前に下記の申し込み・問い合わせ先にご連絡のう

え、お申し込みください。新型コロナウイルス感染拡大防止を図るため、当日

の参加定員を会場定員の半数程度（20名）とさせていただきます。  

定員を超えた場合は、参加をお断りする場合もございますので、あらかじめご  

了承ください。  

 

       【申し込み・問い合わせ先】 

 武蔵野市健康福祉部障害者福祉課 

   住   所：〒180‐8777 武蔵野市緑町 2－2－28 

電   話：0422-60-1904（直通） ＦＡＸ：0422-51-9239（直通） 

電子メール：SEC-SYOUGAI@city.musashino.lg.jp  
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１ 計画策定の趣旨・背景 
  武蔵野市では、第六期長期計画の重点施策に「武蔵野市ならではの地域共生社会の

推進」を掲げ、「全ての市民が、その年齢、状態、国籍にかかわらず、住み慣れた地

域で、本人の意思に基づいて安心して生活が続けられるよう、地域生活に関わるあら

ゆる組織及び人が連携した継続的かつ体系的な支援」の構築に努めます。また、高齢

者、障害者をはじめ、全ての人が包摂され、一人ひとりの多様性が認められる、支え

合いのまちづくりを推進します。  

健康福祉分野においては、武蔵野市健康福祉総合計画を策定し、障害者福祉をはじ

め、地域福祉、健康推進、高齢者福祉に関する取組みを一体的に進めています。  

  障害者福祉に関しては、地域共生社会の実現を目指し、障害者基本法に基づく障害

者計画と障害者総合支援法に基づく障害福祉計画を一体的に策定し、推進してきまし

た。 

  特に前回の障害者計画・第５期障害福祉計画期間においては、市内で初の障害支援

施設である「わくらす武蔵野」の開設、発達障害者を対象とした市内３ヶ所目となる

地域活動支援センター「コット」の開設、さらに、旧くぬぎ園跡地を活用したグルー

プホームの整備や市内２ヶ所目となる精神障害者向けのグループホームの開設をは

じめとする地域生活支援施設の整備を推進してきました。また、障害児支援では、「み

どりのこども館」の児童発達支援センター化や肢体不自由児等を対象とした放課後等

デイサービス事業の実施などにも取り組んできました。第 6 期計画期間の３年間は

これらの事業を円滑、かつ着実に遂行していく必要があります。  

  また、新型コロナウイルス感染症の対応として「新たな生活様式」が求められてい

る今日、障害福祉にとどまらず、市の福祉施策全体の新たな様式を模索していくこと

も、大きな論点となっています。  

  今般、第６期障害福祉計画の策定に向けて示された国の基本指針においては、地域

福祉全体を見据えた「地域包括ケアシステムの構築」や「地域共生社会の実現」に向

け、引き続き取り組んでいくことが主眼となっています。  

  このたび、第５期障害福祉計画が法律で定められた見直し年度となりました。市で

はこの機会を捉え、国・都などの動向や各種制度、障害のある人とともに地域保健福

祉全体における社会情勢の変化に的確に対応し、障害者福祉施策の一層の推進を図る

ため、障害者計画と障害福祉計画を一体的に見直し、「障害児福祉計画」を含む「武

蔵野市障害者計画・第６期障害福祉計画」を策定します。  

 

  

計画の策定にあたって  第１章 
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【障害者施策をめぐる近年の動き】  
 

「障害者基本計画（第

４次）」の策定  

計画期間は平成 30 年度～令和５年度。計画の基本的方向

として、①社会のバリア（社会的障壁）除去をより強力に

推進、②障害者権利条約の理念を尊重し、整合性を確保、

③障害者差別の解消に向けた取組を着実に推進、④着実か

つ効果的な実施のための成果目標の充実などが示されま

した。（平成 30（2018）年３月制定）  

「障害者による文化芸

術活動の推進に関する

法律」の施行  

障害者による文化芸術活動の推進に関する施策を総合的

かつ計画的に推進し，文化芸術活動を通じた障害者の個性

と能力の発揮及び社会参加の促進を図ることを目的とし

ています。（平成３０（2018）年６月施行） 

「東京都障害者への理

解促進及び差別解消の

推進に関する条例」の

施行 

障害を理由とする差別の解消の推進に関し、基本理念を定

め、東京都、都民及び事業者の責務を明らかにすることを

目的に平成３０（2018）年に制定されました。（平成３０

（2018）年１０月施行）  

「ユニバーサル社会実

現推進法」の施行  

正式名称は「ユニバーサル社会の実現に向けた諸施策の総

合的かつ一体的な推進に関する法律」。「ユニバーサル社

会」を障害の有無、年齢等にかかわらず、国民 1 人 1 人

が、社会の対等な構成員として、その尊厳が重んぜられる

とともに、社会のあらゆる分野における活動に参画する機

会の確保を通じてその能力を十分に発揮し、もって国民 1

人 1 人が相互に人格と個性を尊重しつつ支え合いながら

共生する社会と定義しています。ユニバーサル社会の実現

に向けた諸施策を総合的かつ一体的に推進することを目

的としています。（平成３０（2018）年１２月施行） 

「読書バリアフリー

法」の施行  

正式名称は「視覚障害者等の読書環境の整備の推進に関す

る法律」。障害の有無にかかわらず全ての国民が等しく読

書を通じて文字・活字文化の恵沢を享受することができる

社会の実現に寄与することを目的として、視覚障害者等

（＝視覚障害、発達障害、肢体不自由等の障害により、書

籍について、視覚による表現の認識が困難な者）の読書環

境の整備を総合的かつ計画的に推進することを目的とし

ています。（令和元（2019）年６月施行）  
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「障害者の雇用の促進

法等に関する法律」の

一部改正  

障害者の雇用を一層促進するため、自ら率先して障害者を

雇用するよう努めることを国及び地方公共団体の責務と

して規定しています。また、民間事業者における短時間労

働以外の労働が困難な状況にある障害者の雇入れ及び継

続雇用の支援、国及び地方公共団体における障害者の雇用

状況についての的確な把握等に関する措置を規定してい

ます。（令和元（2019）年６月成立 順次施行）  

「バリアフリー法」の

一部改正  

正式名称は「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に

関する法律」。公共交通事業者など施設設置管理者におけ

るソフト対策の取り組み強化とともに、国民に向けた広報

啓発の取り組み促進を規定しています。また、今回新たに

市町村による「心のバリアフリー」の推進に関する事項が

追加されました。（令和２（2020）年５月成立、令和３

（2021）年４月施行） 

「電話リレーサービス

法」の施行  

正式名称は「聴覚障害者等による電話の利用の円滑化に関

する法律。国による基本方針の策定と、聴覚障害者が手話

通訳士などを介して連絡を取る「電話リレーサービス」（パ

ソコンやスマホの画面を通じて手話や文字で発信し、通訳

が通話先にその内容を伝えるもの）を制度化し、交付金制

度の創設を整備しています。（令和２（2020）年６月成立、

施行） 

地域共生社会の実現の

ための「社会福祉法」

等の一部改正  

地域共生社会の実現を図るため、地域における包括的相談

体制の強化、アウトリーチによる引きこもり対応強化、住

民同士の交流拠点の開設支援、関係機関の連携による一体

的支援などによる、「重層的支援体制の整備」に取り組むこ

となどが規定されました。（令和２（2020）年６月成立、

令和３（2021）年４月施行）  
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◎障害福祉計画に係る基本指針の主な内容 
（令和２（2020）年５月 19 日「基本的な指針の一部改正について」厚生労働省通知より）  

【主なポイント】 
●地域における生活の維持及び継続の推進 

 日中サービス支援型共同生活援助により常時の支援体制を確保するなど、地域生活の継続を可能に

する体制を確保する。  
●精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

・精神病床から退院後の地域における平均生活日数を成果目標に追加する。 
・アルコール、薬物及びギャンブル等をはじめとする依存症対策を推進する（連携体制の構築、依存症の

理解促進等）。  
●福祉施設から一般就労への移行等 

・就労移行支援、就労継続支援Ａ・Ｂ型の成果目標を整理する。就労定着支援事業の利用促進を

成果目標に追加する。 
・農福連携の推進、大学在学中の学生の就労移行支援の利用促進、高齢障害者に対する就労支援

の取り組みを進めることが望ましい。  
● 「地域共生社会」の実現に向けた取組 

 引き続き地域共生社会の実現に向け、地域住民が主体的に地域づくりに取り組むための仕組み作りや

制度の縦割りを超えた柔軟なサービスの確保に取り組むとともに、地域の実態等を踏まえながら、包括的

な支援体制の構築に取り組む。  
●発達障害者支援の一層の充実 

・ペアレントプログラムやペアレントトレーニングなどの発達障害者等の家族等に対する支援体制を確保する。 
・発達障害の診断等を専門的に行うことができる医療機関等を確保する。  

●障害児通所支援等の地域支援体制の整備 
・難聴児の支援体制の構築。児童発達支援センターや障害児入所施設について、今後果たすべき役割

を整理する。 
・重症心身障害児及び医療的ケア児のニーズ把握が必要。  

●相談支援体制の充実・強化等 
・相談支援体制の検証・評価を行い、各機能の更なる強化・充実に向けた検討を行う体制を確保する。  

●障害者の社会参加を支える取組 
・都道府県による障害者の文化芸術活動を支援するセンターの設置及び広域的な支援を行うセンターの

設置を推進する。 
・視覚障害者等の読書環境の整備を計画的に推進する。  

●障害福祉サービス等の質の向上 
・サービス事業者や自治体における研修体制の充実や適正なサービス提供が行えているどうかを情報収集

するなどの取組体制を構築する。  
●福祉人材の確保 

・研修の実施、多職種間の連携の推進、障害福祉の現場の魅力の積極的な周知・広報等の取組が重

要である。 
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２ 計画の位置づけ 
  本市における行政計画の体系では、第六期長期計画が最上位に位置づけられる計画で

あり、長期計画の実現のために個別の分野別計画が策定されています。健康福祉分野に

おいては、その基本となる計画として武蔵野市健康福祉総合計画があり、その中の一分

野として、この計画は位置づけられています。  

  また、この計画は、障害者基本法に基づく「障害者計画」と障害者総合支援法に基づ

く「障害福祉計画」及び児童福祉法に基づく「障害児福祉計画」を一体的に策定したも

のであり、市における障害者施策を総合的かつ計画的に推進するために策定されたもの

です。 

≪関連計画イメージ図≫ 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪障害分野の各計画について≫ 

 

障害者計画 
  障害者基本法に基づく市町村障害者計画として策定されるものです。障害者計画は市の
障害者施策に関する基本計画として、施策の基本的方向と具体的方策を明らかにするもの
です。  
障害福祉計画  

障害者総合支援法に基づく市町村障害福祉計画として策定されるものです。障害
福祉サービス、相談支援及び地域生活支援事業の提供体制の確保に関する事項を
明らかにするものです。  

障害児福祉計画  
児童福祉法に基づく市町村障害児福祉計画として策定されるもの
です。障害児の通所支援サービスをはじめ、地域療育支援体制の整
備に関する事項を明らかにするものです。 
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画 

地域福祉活動計画（社会福祉法人武蔵野市民社会福祉協議会が策定） 

都
市
計
画
マ
ス
タ
ー
プ
ラ
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バ
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等 

 

公
共
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等
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合
管
理
計
画 

健康福祉総合計画  
 健康推進計画  
 食育推進計画  

 地域福祉計画  

障害者計画  
障害福祉計画  

高齢者福祉計画  
介護保険事業計画  

武蔵野市自殺総合対策計画  

武蔵野市成年後見制度利用
促進基本計画  
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３ 計画の期間 
  この計画の期間は、令和３（2021）年度から令和５（2023）年度までの３年間で

す。 

  なお、国の障害者施策の動向や社会情勢の変化などに対応するため、必要に応じて計

画の見直しを行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 計画の対象と範囲  

  この計画は、身体障害、知的障害、精神障害、発達障害、難病、高次脳機能障害その

他の心身の機能の障害がある人であって、障害および社会的障壁により継続的に日常生

活または社会生活に相当な制限を受ける状態にある人を対象とし、その家族や地域、社

会全体への働きかけも含めた施策を推進します。  

 

 

  

平成 30 

（2018）年度  

令和元  

（2019）年度  

令和２ 

（2020）年度  

令和３ 

（2021）年度  

令和４ 

（2022）年度  

令和５ 

（2023）年度  

令和６ 

（2024）年度  

令和７ 

（2025）年度  

令和８ 

（2026）年度  

健 康 推 進 計 画  

第４期健康推進計画・食育推進計画  第５期健康推進計画  

高 齢 者 福 祉 計 画  

第７期介護保険事業計画 

高 齢 者 福 祉 計 画  

第９期介護保険事業計画 

 

第８期介護保険事業計画 

高 齢 者 福 祉 計  画 

障 害 者 計 画  

第 ５期 障 害福 祉計 画 

障 害 児 福 祉 計 画 

障 害 者 計 画  

 

第 ７期 障 害 福 祉 計 画 

障 害 児 福 祉 計 画 

 障 害 者 計 画  

 

第 ６期 障 害 福 祉 計 画 

障 害 児 福 祉 計 画 

第６期地域福祉計画  第５期地域福祉計画  

第４期健康福祉総合計画 第３期健康福祉総合計画  

第六期長期計画  
第五期長期計画  

・調整計画  
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５ 計画策定までの流れ 
  計画の策定に先立ち、障害者実態調査や介護職員・看護職員等実態調査、障害者団体

ヒアリングを実施し、当事者や支援者の方の意見を把握しました。  

  実態調査結果や市の施策の実施状況などを基に、地域自立支援協議会の委員で構成さ

れた武蔵野市障害者計画・第 6 期障害福祉計画策定委員会において、今後の取組みの方

向性や重点などが幅広く審議されてきました。  

  また、計画策定委員会による審議の過程で、パブリックコメントや市民意見交換会を

開催し、広く市民意見を反映して策定されています。  

 

≪計画策定までの流れ≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

障害者実態調査の実施 

障害者団体ヒアリングの実施  

庁内会議など 

施策実施状況と論点の整理 

計画策定委員会  

当事者や支援者の意見の把握 市の取組みの整理 

専門的見地からの検討 

市民意見の把握 

パブリックコメント  

市民意見交換会  

武蔵野市障害者計画  

第６期障害福祉計画  

計画策定 

地域自立支援協議会  

介護職員・看護職員  

実態調査の実施  

武蔵野市  

障害者福祉サービス  

あり方検討有識者会議  
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市の障害者数の推移と前計画の実施状況  第２章 

3,408 3,402 3,343 3,399 3,395 

1,060 
1,092 1,118 1,150 1,180 

1,033 

1,150 1,219 1,281 

1,401 

2,004 2,111 
2,222 2,371 

2,453 

1,374 1,458 1,511 1,601 

1,317 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

（人）

●身体障害

□知的障害

○難病

（医療費受給）
■精神障害

△自立支援医療

（精神通院）
＊難病

（福祉手当）

 

 

 

１ 障害者数等の推移 
（１）人口と障害者数 

  市の障害者数（令和２（2020）年３月 31 日現在）は身体障害者が 3,395 人、知的

障害者が 1,180 人、精神障害者が 1,401 人、難病（医療費受給）が 1,317 人となっ

ています。  

  市の総人口に占める割合をみると、身体障害者は 2.30％、知的障害者は 0.80％、精

神障害者は 0.95％、難病（医療費受給）は 0.89％となっています。また、令和元（2019）

年の自立支援医療（精神通院）の受給者は 2,453 人となっています。平成 27（2015）

年度と比べると、精神障害者（36％増）の増加が顕著となっています。 

 

＜障害者数の推移＞  

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

（単位：人） 

区 分 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

身体障害者 3,408 3,402 3,343 3,399 3,395 

総人口比（％） 2.37% 2.35% 2.30% 2.32% 2.30% 

知的障害者 1,060 1,092 1,118 1,150 1,180 

総人口比（％） 0.74% 0.76% 0.77% 0.78% 0.80% 

精神障害者 1,033 1,150 1,219 1,281 1,401 

総人口比（％） 0.72% 0.80% 0.84% 0.87% 0.95% 

自立支援医療（精神通院） 2,004 2,111 2,222 2,371 2,453 

総人口比（％） 1.40% 1.46% 1.53% 1.62% 1.66% 

難病（福祉手当） 1,374 1,458 1,511 1,601  

総人口比（％） 0.96% 1.01% 1.04% 1.09%  

難病（医療費受給）     1,317 

総人口比（％）     0.89% 

※自立支援医療を除き各年度３月 31 日現在、自立支援医療は各年９月現在 

※総人口比は４月１日現在の総人口に占める割合 

※障害者数は各手帳所持者（重複障害含む） 

※難病（特定疾患）は平成 30 年度までは難病者福祉手当受給者数、令和元年度からは国や都の

難病等医療費助成の受給者数として把握 
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（２）身体障害者数 

  令和２（2020）年３月 31 日現在における身体障害者手帳所持者の等級別の状況は、

１級が 1,211 人（全体の 35.7％）、２級が 477 人（同 14.1％）となっており、重度

の方がほぼ半数を占めています。  

  障害の部位でみると、肢体不自由が 1,588 人（全体の 46.8％）と最も多く、次いで

内部障害 1,228 人（同 36.2％）、聴覚障害 279 人（同 8.2％）、視覚障害 260 人（同

7.7％）の順となっています。  

 

＜身体障害者手帳所持者数（障害等級別）＞  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上段：人 

（下段：％） 

区 分 
平成 

27 年度 

平成 

28 年度 

平成 

29 年度 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

１ 級 
1,198 

(35.2%) 

1,198 

(35.2%) 

1,199 

(35.9%) 

1,226 

(36.1%) 

1,211 

(35.7%) 

２ 級 
481 

(14.1%) 

477 

(14.0%) 

467 

(14.0%) 

471 

(13.9%) 

477 

(14.1%) 

３ 級 
545 

(16.0%) 

535 

(15.7%) 

516 

(15.4%) 

513 

(15.1%) 

513 

(15.1%) 

４ 級 
863 

(25.3%) 

852 

(25.0%) 

836 

(25.0%) 

851 

(25.0%) 

853 

(25.1%) 

５ 級 
160 

( 4.7%) 

167 

( 4.9%) 

160 

( 4.8%) 

163 

( 4.8%) 

174 

( 5.1%) 

６ 級 
161 

( 4.7%) 

173 

( 5.1%) 

165 

( 4.9%) 

175 

( 5.1%) 

167 

( 4.9%) 

合計 3,408 3,402 3,343 3,399 3,395 

※各年度３月 31 日現在 

※（ ）内は手帳所持者全体に占める割合 

  

1,198 1,198 1,199 1,226 1,211 

481 477 467 471 477 

545 535 516 513 513 

863 852 836 851 853 

160 167 160 163 174 

161 173 165 175 167 

3,408 3,402 3,343 3,399 3,395 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

（人）

6級

5級

4級

3級

2級

1級
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＜身体障害者手帳所持者数（障害部位別）＞  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上段：人 

（下段：％） 

区 分 
平成 

27 年度 

平成 

28 年度 

平成 

29 年度 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

視覚障害 
266 

( 7.8%) 

262 

( 7.7%) 

249 

( 7.5%) 

254 

( 7.5%) 

260 

( 7.7%) 

聴覚障害 
265 

( 7.8%) 

272 

( 8.0%) 

262 

( 7.8%) 

281 

( 8.3%) 

279 

( 8.2%) 

音声・言語障害 
42 

( 1.2%) 

42 

( 1.2%) 

41 

( 1.2%) 

42 

( 1.2%) 

40 

( 1.2%) 

肢体不自由 
1,666 

(48.9%) 

1,654 

(48.6%) 

1,626 

(48.6%) 

1,606 

(47.3%) 

1,588 

(46.8%) 

内部障害 
1,169 

(34.3%) 

1,172 

(34.5%) 

1,165 

(34.8%) 

1,216 

(35.8%) 

1,228 

(36.2%) 

※各年度３月 31 日現在 

※（ ）内は手帳所持者全体に占める割合 

※重複障害者については主たる障害部位に含む 

 

  

266 262 249 254 260 

265 272 262 281 279 
42 42 41 42 40 

1,666 1,654 1,626 1,606 1,588 

1,169 1,172 1,165 1,216 1,228 

3,408 3,402 3,343 3,399 3,395 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

内部障害

肢体不自由

音声・言語障害

聴覚障害

視覚障害
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（３）知的障害者数 

  令和２（2020）年３月 31 日現在における愛の手帳所持者の程度別の状況は、１度

28 人（全体の 2.4％）、２度 399 人（同 33.8％）、３度 287 人（同 24.3％）、４度

466 人（同 39.5％）となっています。  

  平成 27（2015）年度と比較すると、４度が 17％増、２度が 13％増となっていま

す。 

 

＜愛の手帳所持者数（障害程度別）＞  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上段：人 

（下段：％） 

区 分 
平成 

27 年度 

平成 

28 年度 

平成 

29 年度 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

１度 
27 

(2.5%) 

25 

(2.3%) 

27 

(2.4%) 

27 

(2.3%) 

28 

(2.4%) 

２度 
352 

(33.2%) 

371 

(34.0%) 

378 

(33.8%) 

387 

(33.7%) 

399 

(33.8%) 

３度 
281 

(26.5%) 

286 

(26.2%) 

290 

(25.9%) 

292 

(25.4%) 

287 

(24.3%) 

４度 
400 

(37.7%) 

410 

(37.5%) 

423 

(37.8%) 

444 

(38.6%) 

466 

(39.5%) 

合計 1,060 1,092 1,118 1,150 1,180 

※各年度３月 31 日現在 

※（ ）内は手帳所持者全体に占める割合 

27 25 27 27 28 

352 371 378 387 399 

281 286 290 292 287 

400 410 423 444 466 

1,060 1,092 1,118 1,150 1,180 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

(人）

４度

３度

２度

１度
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53 69 71 88 95 

541 
601 618 636 684 

439 

480 
530 

557 
622 

1,033 

1,150 
1,219 

1,281 

1,401 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

（人）

３級

２級

１級

（４）精神障害者数 

  令和２（2020）年３月 31 日現在における精神障害者保健福祉手帳所持者の等級別

の状況は、１級が 95 人（全体の 6.8％）、２級が 684 人（同 48.8％）、３級が 622

人（同 44.4％）となっています。  

  平成 27（2015）年度と比較すると、１級で 79％増、３級で 42％増、２級で 26％

増といずれの等級も大きく増加しています。  

  また、自立支援医療（精神通院）利用者でみると、令和元（2019）年は 2,453 人と

なっており手帳所持者数を大きく上回っています。  

 

＜精神障害者保健福祉手帳所持者数（障害等級別）＞  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上段：人 

（下段：％） 

区 分 
平成 

27 年度 

平成 

28 年度 

平成 

29 年度 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

１級 
53 

( 5.1%) 

69 

( 6.0%) 

71 

( 5.8%) 

88 

( 6.9%) 

95 

( 6.8%) 

２級 
541 

(52.4%) 

601 

(52.3%) 

618 

(50.7%) 

636 

(49.6%) 

684 

(48.8%) 

３級 
439 

(42.5%) 

480 

(41.7%) 

530 

(43.5%) 

557 

(43.5%) 

622 

(44.4%) 

合  計 1,033 1,150 1,219 1,281 1,401 

※各年度３月 31 日現在 

※（ ）内は手帳所持者全体に占める割合 

 
    （人） 

区 分 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 令和元年 

自立支援医療（精神通院） 

受給者数 
2,004 2,111 2,222 2,371 2,453 

※各年９月現在 
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（５）難病（特定疾患）者数 

 令和２（2020）年３月 31 日現在における難病等医療費の受給者数は 1,317 人と

なっています。  

 

＜難病者福祉手当（市）受給者数の推移＞ ＜難病等医療費の受給者数＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（人） 

  
平成 

27 年度 

平成 

28 年度 

平成 

29 年度 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

福祉手当（市）受給者数 1,374 1,458 1,511 1,601  

医療費受給者数     1,317 

※各年度３月 31 日現在 

※難病の対象疾病数は、平成 27（2015）年１月より 56 疾病から 110 疾病へ、平成 27（2015）年７

月より 306 疾病へ、平成 29（2017）年４月より 330 疾病へ、令和元年（2019）７月より 333 疾病

へと拡大している 

※令和元（2019）年８月より、難病者福祉手当の受給対象者が変更となったため、令和元年度から

は、国や都の難病等医療費の受給者数として把握 
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（６）障害児数 

 令和２（2020）年３月 31 日現在における 18 歳未満の身体障害者手帳取得者は 86

人（身体障害者手帳所持者全体の 2.5％）、愛の手帳取得者は 327 人（愛の手帳所持者

全体の 27.7％）となっています。  

 平成 27（2015）年度と比較すると、身体障害者手帳取得者は 21％増加、愛の手帳

取得者は７％増加となっています。  

 

＜18 歳未満の身体障害者及び知的障害者の手帳取得者数の推移＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上段：人 

（下段：％） 

区 分 
平成 

27 年度 

平成 

28 年度 

平成 

29 年度 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

身体障害者手帳所持者 
71 

( 2.1%) 

81 

( 2.4%) 

76 

( 2.3%) 

81 

( 2.4%) 

86 

( 2.5%) 

愛の手帳所持者 
307 

(29.0%) 

309 

(28.3%) 

318 

(28.4%) 

327 

(28.4%) 

327 

(27.7%) 

※各年度３月 31 日現在 

※（ ）内は各手帳所持者全体に占める割合 
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２ 前計画期間中の取組み状況 
（１）施策の取組み状況 

  前計画期間中（平成３０（201８）年度～令和 2（2020）年度）においては、以下

の施策に重点的に取り組んできました。  

 

前計画の取組み① 
「相談支援体制の強化」に関する取組み 

 

 

 

 

 

○ 平成 30（2018）年４月には、大人の発達障害を対象とした市内３ヶ所目とな

る地域活動支援センター「コット」が開設しました。  

〇 基幹相談支援センターと地域活動支援センターでは、定例的な情報交換の場を

設けることで、地域の課題や相談支援体制についての情報共有に努めるとともに、

相互連携することで重複障害のある人への適切な支援を行いました。  

○ 相談支援専門員連絡会を定例開催し、制度に関する研修会や相談支援専門員ガ

イドラインを活用した事例検討会などを行いました。また、地域自立支援協議会

相談支援部会とも連携しながら、当事者が利用しやすい相談支援について研修会

を実施しました。  

〇  高次脳機能障害や精神障害などの障害特性に応じた地域の関係機関連絡会を

開催しました。  

   

《相談数》  

 

 

 

 

 

  

　≪地域活動支援センター≫　　　　　　　　　　　　　　　

27年度 28年度 29年度 30年度
令和
元年度

11,143

（5）
11,951

（5）
12,636

（144）
12,804

（258）
12,716

（166）

2,385

（141）
3,031

（339）
5,670

（335）
5,509

（351）
6,222

（921）

- - -
3,609

（0）
5,067

（0）

（　　　）内はピアカウンセリング（再掲）

ライフサポー
トMEW

地域活動支
援センター
コット

地域生活
支援センター
びーと

　≪基幹相談支援センター≫

27年度 28年度 29年度 30年度
令和
元年度

障害者 1,295 1,466 1,415 1,407 1,220

障害児 245 253 224 264 215

1,540 1,719 1,639 1,671 1,435

3,673 3,792 3,592 3,160 3,052

実
人
数

計

延べ件数

新たに大人の発達障害を対象とした地域活動支援センターを開設し、地域にお

ける相談支援機関を増やすとともに、障害特性に応じた多様な相談機関のネット

ワーク強化や相談支援専門員の質の向上に取り組んできました。 
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前計画の取組み② 
「地域生活支援の充実」に関する取組み 

 

 

 

 

 

 

○ 地域生活支援施設の整備として、市内初の障害者支援（入所）施設「わくらす

武蔵野」の開設や旧くぬぎ園跡地への日中サービス支援型グループホームの整備

を行いました。  

○ 市では、入居者の将来的な重度化・高齢化を想定した施設整備に対して支援を

行いました。  

〇 旧なごみの家で行っていたショートステイ事業（市補助事業）を「わくらす武

蔵野」へ移転・拡充し、人材の確保と支援の充実に努めました。 

〇 「桜堤地区における福祉サービス再編検討委員会」を設置し、桜堤地区におけ

る高齢者施設及び障害者施設の役割やあり方、福祉サービスの再編について検討

を行いました。  

○ 市では検討委員会の報告を受け、桜堤ケアハウスのデイサービスセンターを転

用し、肢体不自由児や医療的ケア児を対象とした放課後等デイサービス事業の実

施及び地域療育相談室ハビットのサテライトオフィスに設置に向け、整備を推進

しました。  

○ 総合防災訓練において、関連団体や庁内各課と連携を図りながら、聴覚障害者

や視覚障害者を対象とした避難所における情報提供の方法等について訓練を行

いました。  

○ 「武蔵野市公共施設等総合管理計画」に基づき、武蔵野市障害者福祉センター

の大規模改修に向けた調査研究を開始しました。  

〇 障害福祉分野で働く職員の人材確保及び育成のため、市主催による人材養成事業

や民間事業者における人材養成事業への支援を行いました。また、武蔵野市地域包

括ケア人材育成センターとも連携し、ＳＮＳを活用した人材確保に取組みました。 

 

＜市内グループホーム数の推移＞  ＜グループホーム利用者数の推移＞  

 

 

  143 158 169 168 183

0

50

100

150

200

平成

27年度

平成

28年度

平成

29年度

平成

30年度

令和

元年度

(人）

15 16 17 18 19

0

5

10

15

20

平成

27年度

平成

28年度

平成

29年度

平成

30年度

令和

元年度

(箇所）

地域生活支援施設の整備として、市内初の障害者支援（入所）施設「わくらす

武蔵野」の開設や旧くぬぎ園跡地での日中サービス支援型グループホームの整備

を進めたほか、桜堤地区の福祉サービス再編の検討を行い、不足している医療的

ケア児・肢体不自由児向けの放課後等デイサービス事業の施設整備に取り組みま

した。 
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前計画の取組み③ 
「社会参加の充実」に関する取組み 

 

 

 

 

 

○ 就労支援センターあいるを中心に各種研修の実施や関連機関（ハローワーク、

就労支援事業所、特別支援学校などを含む学校、企業等）との連携を図りながら、

障害のある人が適切な職業能力を習得するための支援を行いました。  

○ 市役所での庁内実習を年２回（各 14 日間）実施し、庁内各課で障害特性に配

慮した受け入れを行いました。  

〇 地域自立支援協議会はたらく部会では、障害者の就労理解の促進、実習先、雇

用先の拡大を目的に市内の協力企業に対してハートフル実習を実施しました。  

○ 地域活動支援センターおよび障害者福祉センターにおいて、各種講習会やさま

ざまな余暇活動支援を行いました。  

○ 市内企業や団体、庁内関係各課などで構成された「障害者スポーツ普及に向け

た意見交換会」に参加し、障害のある人がスポーツを楽しめる機会の確保などに

ついて意見交換を行いました。 

〇 引きこもりサポート事業や若者サポート事業を通して、社会参加が困難な引き

こもり当事者や家族への相談支援、居場所づくりを行いました。  

 

《就労移行支援等の状況》           74 68 55 47 61

14 19
17 17 15

264 274 311 301 309

352 361
383 365

385

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

(人）

就労継続支援Ｂ型

就労継続支援Ａ型

就労移行支援

障害者の社会参加を促進するため、障害特性に応じた就労や地域における余暇

活動の支援の充実に取り組みました。 
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前計画の取組み④ 
「障害児支援体制の充実」に関する取組み     
○ 国の構造改革特別区域計画（特区制度）を活用し、給食の外部搬入を実施する

ことで相談室等の拡充や職員体制の強化を図りました。  

○  事業所参入が難しい肢体不自由児や医療的ケア児を対象とした放課後等デイ

サービス事業の開設に向けた支援を行いました。  

〇 教育支援センターと地域療育相談室ハビットとの連絡会議を開催するなど、教

育部との連携を図りました。  

○  保育所や幼稚園に通う発達に課題のある乳幼児の相談に対応するため、保育

士・幼稚園教諭等の発達支援に関する認識の共有、スキルアップを図るための共

通カリキュラムの研修を実施しました。  

〇 東京都の事業である「東京都ペアレントメンター養成研修」や「東京都医療的

ケア児コーディネーター養成研修」への推薦を行い、市内でのペアレントメンタ

ーや医療的ケア児コーディネーターの養成を図りました。  

 

 

前計画の取組み⑤ 
「福祉手当等のあり方の見直し」に関する取組み     
○ 平成 30（2018）年度に心身障害者福祉手当と難病者福祉手当の見直しを行い

ました。心身障害者福祉手当については所得保障の観点から所得基準超過者への

給付や施設入所者への給付の見直しを行い、難病者福祉手当については、支給対

象者を難病医療費助成の対象者に限定するとともに新たに所得制限基準を設け

ました。  

○  心身障害者福祉手当と難病者福祉手当の見直しにより生み出された財源を活

用して、新たなニーズに対するサービスの提供等について研究を行いました。  

 

安定的な障害福祉サービスを提供するため、心身障害者福祉手当及び難病者福

祉手当の見直しを行いました。 

「みどりのこども館」を児童発達支援センター化し、障害児の地域療育支援体

制の充実を図り、みどりのこども館全体の療育の質の向上と相談支援の充実に努

めました。  
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前計画の取組み⑥ 
「障害者差別解消に向けた取組みの推進」に関する取組み 
 

 

 

 

 

〇 障害者差別解消に向けて、地域自立支援協議会くらす部会や（社福）武蔵野市

民社会福祉協議会と連携を図り、障害の理解促進に向けた啓発事業やヘルプマー

ク・ヘルプカードの普及啓発に取り組みました。  

○ （公財）武蔵野市福祉公社やＮＰＯ法人むさしの成年後見サポートセンターこ

だまネットと協力し、障害のある方への権利擁護や成年後見制度の普及促進を図

りました。  

〇 成年後見制度の充実に向け、令和 2（2020）年３月「武蔵野市成年後見制度

利用促進基本計画」を策定しました。 

〇 障害のある方への理解促進を図るため、当事者や市内事業所職員、（社福）武蔵

野市民社会福祉協議会とも連携し、心のバリアフリーに関する出前講座を市内の

公的機関や小学校等において開催しました。  

○ 障害者虐待防止センターにおける「障害者虐待通報・緊急相談事業」では、24

時間 365 日の通報対応を行いました。また、一体的に運営している基幹相談支

援センターの相談支援において、関係機関との連携を密に図ることで、虐待の未

然防止と早期対応に努めました。 

〇 手話通訳者や要約筆記者、点訳支援者等の養成や人材確保、文字の拡大や読み

上げが行える機器の給付事業など、聴覚障害や視覚障害のある方への情報保障に

努めました。  

○ 庁内で作成される各種計画書や送付物等について、ユニバーサルデザインに配慮した誰も

が分かりやすい資料作成に努めました。  
＜心のバリアフリー啓発事業＞  ＜こころのバトンノート＞  

 平成  

27 年度  

平成  

28 年度  

平成  

29 年度  

平成  

30 年度  

令和  

元年度  

実施団体数  9 6 12 7 8 

延べ人数  1,582 1,011 1,005 1,106 1,079 

  

障害者差別解消に向けて、地域自立支援協議会や障害者差別解消支援地域協議

会などと連携を図りながら、心のバリアフリー啓発事業等を通じて障害理解を深

める取組みを行いました。  

知的障害児の親の立場から、新

たに成年後見の担当者に引き継

いでいくために様々なことを書

き込むためのノートです。ＮＰ

Ｏ法人むさしの成年後見サポー

トセンターこだまネットによる

事業として、「親なき後講座」の

中で利用されています。  
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（２）障害福祉サービスの実施状況  

 

  第５期障害福祉サービスの実施状況は以下の通りです。  

 

①指定障害福祉サービス、相談支援事業（指定相談支援） 

     （１か月あたり） 

サービス種別  単位  

実績値  計画値  

平成 30 

年度  

平成 31 

年度  

令和２

年度  

(見込み) 

平成 30 

年度  

平成 31 

年度  

令和２ 

年度  

居宅介護、重度訪問介護、同行援

護、行動援護、重度障害者等包括

支援  

時間数  13,384 13,640 12,743 13.368 15,068 16,718 

人数  307 324 297 297 315 334 

生活介護  人数  370 381 390 364 371 381 

自立訓練（機能訓練、生活訓練） 人数  26 25 19 21 21 21 

就労移行支援  人数  47 61 65 55 58 61 

就労継続支援（Ａ型） 人数  17 15 14 18 19 20 

就労継続支援（Ｂ型） 人数  301 309 314 293 309 326 

療養介護  人数  21 23 20 22 22 22 

短期入所（ショートステイ） 日数  435 414 314 405 405 405 

短期入所（ショートステイ）【市制度】 件  226 154 39 275 275 275 

自立生活援助  人数  0 2 1 2 2 2 

共同生活援助（グループホーム） 人数  168 185 181 167 175 185 

施設入所支援  人数  136 166 165 135 175 175 

計画相談支援  人数  92 97 87 180 360 370 

地域移行支援  人数  4 7 4 3 3 3 

地域定着支援  人数  8 10 10 6 6 6 

児童発達支援  人数  236 242 206 151 155 160 

放課後等デイサービス 人数  326 340 368 301 310 320 

医療型児童発達支援  人数  2 2 0 2 3 3 

居宅訪問型児童発達支援  人数  0 0 0 1 1 1 

障害児相談支援  人数  47 49 48 100 200 220 
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② 地域生活支援事業 

（１か月あたり） 

サービス種別  単位  

実績値  計画値  

平成

30 

年度  

平成

31 

年度  

令和２

年度  

(見込み) 

平成

30 

年度  

平成

31 

年度  

令和２ 

年度  

①相談支援

事業  

障害者相談支援事業  箇所  3 3 3 3 3 3 

基幹相談支援センター 有無  実施  実施  実施  実施  実施  実施  

相談支援機能強化事業  有無  実施  実施  実施  実施  実施  実施  

②成年後見制度利用支援事業  有無  実施  実施  実施  実施  実施  実施  

③意思疎通

支援事業  

手話通訳者設置事業（週４日） 人数  1 1 1 1 1 1 

手話通訳者・要約筆記者派遣事業  人数  32 31 19 29 29 29 

④日常生活

用具給付等

事業（年間） 

介護・訓練支援用具  
給付

件数  
6 6 2 8 8 8 

自立生活支援用具  
給付

件数  
20 10 7 17 17 17 

在宅療養等支援用具  
給付

件数  
12 13 17 10 10 10 

情報・意思疎通支援用具  
給付

件数  
18 25 29 24 24 24 

排泄管理支援用具  
給付

件数  
2,590 2,637 2,726 2,894 3,024 3,160 

居宅生活動作補助用具  

（住宅改修費） 

給付

件数  
7 7 10 6 6 6 

⑤移動支援事業  

人数  288 274 188 291 310 329 

時間

数  
3,343 3,086 1,961 3,340 3,525 3,710 

⑥地域活動支援センター 箇所  3 3 3 3 3 3 

⑦訪問入浴サービス 人数  11 10 10 11 11 11 

⑧緊急通報設備の設置  人数  0 0 1 1 1 1 

⑨日中一時支援事業  人数  160 142 120 156 176 186 

⑩障害者探索サービス 人数  87 82 79 85 88 91 

⑪身体障害者食事サービス 件数  33 27 21 53 53 53 

⑫更生訓練費給付（年間） 件数  2 1 0 1 1 1 

⑬自動車運転免許取得費・改造費助成（年間）  件数  0 2 1 2 2 2 
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３ 取り組むべき主な課題 
  これまでの取り組みが一定の成果を上げている一方、次のような残された課題や新た

に取組むべき課題も浮かび上がってきています。   
１ 新型コロナウイルス感染症対策について 
・新型コロナウイルス感染症について、日本国内では、令和２（2020）年１月 15

日に国内最初の症例が報告されて以降、日に日に感染者数は増加している状況で

す。 

・新型コロナウイルス感染者の急増を踏まえ、政府は令和２（2020）年４月７日

に新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく、「緊急事態宣言」を発令しま

した。緊急事態宣言発令に伴う外出自粛要請を受け、市内の障害福祉サービス全

般において、事業の縮小や活動内容の制限をせざるを得ない状況となりました

が、市内３ヶ所の地域活動支援センターでは、相談事業などを継続して行いまし

た。 

・各事業所では感染症対策に必要な医薬材料品や感染防護に必要な物品等の不足

が生じました。  

・市の取り組みとして、令和２（2020）年１月 31 日、武蔵野市新型コロナウイ

ルス感染症対策本部を設置するとともに、障害のある方や市内の障害福祉サー

ビス事業所等に対する支援策や感染症対策への情報提供とマスク・消毒液等の

物品提供を行いました。 

・今後の対応として、物資や支援が必要な人に届けられているか、状況の把握に

努めるとともに、感染リスクに晒されながら現場で対応する職員の安全を確保

するため、障害福祉サービス事業所等へどのような支援が可能かを検討する必

要があります。  

・新しい生活様式に対応した活動支援について、場所の確保や実施方法の変更、

人材の確保なども、今後検討していく必要があります。  

・市では、令和２（2020）年１月 31 日に「武蔵野市新型コロナウイルス感染症対

策本部」を設置し、市民等の不安解消と感染拡大防止を図るための取組みを進めて

きました。  

 

障害福祉関連の主な取組みは次のとおりです。  
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＜市の障害福祉分野における主な新型コロナウイルス感染症対策＞  

 

・障害福祉サービス事業所等に対し、国からの情報提供や感染症対策の呼びか  

 け 

・感染防止対策として、市内の障害福祉サービス事業所等へマスク、消毒液の  

提供 

・放課後等デイサービス事業所に学校休業中の対応について協力依頼  

・市民こころの健康相談支援事業の拡充  

・放課後等デイサービス等の代替サービスに係る利用者負担の減免  

・自立支援医療費等の受給者証の有効期間延長（原則１年間）  

・聴覚障害者向けに特別定額給付金に関する手話動画を市公式ホームページ  

にて配信  

・視覚障害者（１～２級）に対する定額給付金のお知らせに点字シールを貼付  

・市内３ヶ所の「地域活動支援センター」における相談事業の継続実施  

・障害福祉サービス事業所等に対し、「武蔵野市感染拡大防止中小企業者等緊急  

支援金」を給付  

・「障害者（児）の移動支援事業の臨時的な取り扱い」を実施  

・手話通訳者に対する市独自の慰労金を支給  

・市内の介護施設等に就職し、６ヶ月以上継続勤務が見込まれる常勤職員に「介  

護職・看護職 Re スタート支援金」を支給  
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２ 相談支援体制について  
・これまで、地域活動支援センターをはじめ、指定特定相談支援事業所や相談支

援専門員の体制強化を進めてきました。一方、障害者総合支援法における対象

範囲の拡大に伴い、発達障害や高次脳機能障害、医療的ケア、難病などの専門

性が求められる相談が増えてきています。  

・「8050 問題」にみられる世帯状況の複雑化など、様々な課題が複合的に発生す

る相談も近年増えており、障害福祉分野だけでは課題解決が難しい状況です。

このように複雑化・多様化した支援ニーズに対応可能な相談窓口の設置や速や

かに相談対応ができる人材の確保、育成が課題となっています。  

・実態調査結果から、「相談先がわからない」と回答した方が多く、地域活動支援

センターなど各相談機関の役割などを含め、相談先の周知が十分に図られてい

ない状況です。また、日常的な困りごと相談など、専門相談以外の対応につい

て検討が必要です。  

・難病患者からの相談支援ニーズが高くなっていますが、専門医療機関との調整

など相談対応には医療的な知識が求められるため、その対応について検討が必

要です。  

・現在、地域活動支援センターなど、相談支援事業が充実してきていますが、難病

患者などの相談先が不足している状況です。よりニーズの高い相談支援の充実

を図るため、既存の相談事業のあり方について検討が必要です。  

・実態調査結果から、調査対象者の中で社会的な関わりの希薄な方が一定数いる

ことが認められており、アウトリーチ支援等社会とつながるための施策につい

て検討が必要です。  

＜相談相手がいない理由（上位４項目）＞  
 

 

 

＜相談する際の不便（上位５項目）＞ 
 

 

 

  n=(197)  

相談先がわからない

他人に相談するのが不安

家族や友人以外に相談する必要がない

誰にも相談したくない

44.7

24.9

13.7

6.6

0 20 40 60 (%)

ｎ

□ 相談先が限られている □ 実際の支援につながら
ない

□ プライバシーが守られる
か不安

□ 実際に支援が始まるま
でに時間がかかる

□ 相談場所が遠い

  全  体 (489)

身体障害者 (189)

知的障害者 (130)

精神障害者 (128)

難病・特定疾患 (42)

14.1

9.5

19.2

18.0

7.1

0 20 40
(%)

13.3

9.0

22.3

13.3

4.8

0 20 40
(%)

10.0

6.9

4.6

16.4

21.4

0 20 40
(%)

9.4

7.4

11.5

8.6

14.3

0 20 40
(%)

8.6

4.8

11.5

10.9

9.5

0 20 40
(%)

令和元年度障害者実態調査 

※（ｎ）は調査数を示す 
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３ 地域生活支援について 
・第５期障害福祉計画で掲げた地域生活支援施設の整備（市内初の障害者入所施設、

旧くぬぎ園跡地へのグループホーム）を進めましたが、今後は「わくらす武蔵野」

や市内事業所とも連携、協力を図りながら、地域生活支援拠点の整備を進めてい

く必要があります。  

・実態調査や団体ヒアリングにおいて、「住宅の整備・住宅探し（賃貸住宅への入居

支援含む）」などといった地域生活支援への要望は依然として高く、住み慣れた地

域で生活が継続できるよう支援するサービスのあり方について、検討していく必

要があります。  

・入所施設、グループホーム等の整備にあたっては、その施設で働く職員の人材確

保と育成も不可欠です。また、医療的ケアに対応可能な人材の確保も課題となっ

ています。市内で長く働き続けてもらうための施策を検討する必要があります。  

・実態調査において、「災害時の支援体制」の要望も高くなっています。災害時にお

ける支援体制も課題となっています。  

 

《市への施策要望―住宅の整備、住宅探しの支援》  

 

 

 

 

 

 

※令和元年度障害者実態調査 

※（ｎ）は調査数を示す 

  
  ｎ

□

  全  体 (1,691)

身体障害者 (748)

知的障害者 (260)

精神障害者 (373)

難病・特定疾患 (310)

23.9

16.3

46.5

28.4

17.7

0 30 60
(%)
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４ 社会参加について 
・実態調査の結果から、精神障害者の就労意向は他の障害者に比べ高いものの、実

際の就労につながらないケースが多い状況にあります。  

・その方の障害特性に応じて、障害者の法定雇用率にカウントされない週 20 時間

未満の短時間就労など、緩やかで多様な働き方を選択できるような就労の推進に

向けた取り組みが必要です。  

・引きこもりの支援については、当事者の年齢や世帯状況の複雑化・多様化など、

障害福祉分野の枠を超えた分野横断的な対応が求められるケースが増えていま

す。引き続き、引きこもりサポート事業の推進を図るとともに、関係部署の分野

横断的な連携の推進と他機関同士を調整する担当部署の設置が求められていま

す。 

・当事者家族からは、通所後や週末の居場所づくり、余暇活動支援に関する要望が

出されています。今後も移動支援や同行援護、日中一時への支援や民間サービス

等も活用した様々なサービス提供の展開を図る必要があります。  

 

《充実すべき障害者福祉施策（上位９項目）》                 
※令和元年度障害者実態調査 

※（ｎ）は調査数を示す  
 

 

地震や台風など災害時の支援体制の整備

いつでも気軽に相談できる窓口の充実

住宅の整備、住宅探しの支援
（グループホーム、住宅相談など）

障害者が利用しやすい移動手段の整備
（リフトタクシー、レモンキャブ、ムーバスなど）

就労支援

日中の居場所の確保（大人のための）

n=(1,691)  

趣味の活動の支援（障害者福祉センターの
講習会、障害者団体の活動支援など）

障害や疾病に対する理解を深めるための啓発活動

発達障害児・者への支援

32.7

28.6

23.9

19.6

17.0

15.3

11.4

10.1

10.0

0 10 20 30 40 (%)
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５ 障害児支援体制について 
・地域療育の更なる質の向上と障害児や保護者、関係機関への相談支援体制の充実

を目指して、令和２（2020）年度より「みどりのこども館」を児童発達支援セ

ンター化しました。  

・支援を要する子どもの相談件数は増加し続けており、更なる母子保健や教育との

連携による切れ目のない相談支援体制を構築することが必要です。  

・児童発達支援事業や放課後等デイサービス事業については一定の成果を見せる

中で、今後は事業所間の情報交換や連携により、サービスの質の向上を目指して

いく必要があります。  

・重症心身障害児、医療的ケア児、肢体不自由児向けの放課後等デイサービス事業

や日中一時支援事業の整備促進が必要です。 

・障害の診断を受けた子どもがいる家族の不安解消を図り、適切な相談支援を行う

ため、ペアレントメンターの養成や制度の周知啓発が必要です。 

 

《「地域療育相談室ハビット」相談件数の推移》  

 

 

      
  325 257 290 265 256

267 223 241 194 205

1,719 2,023 2,063 2,129 2,083

2,311 
2,503 2,594 2,588 2,544 

0

500

1,000
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2,000

2,500

3,000

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

(件）
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受理面接（初回面接）
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６ 障害者差別解消に向けた取り組みについて 
・実態調査では、障害当事者の差別解消法の認知度は前回の３割台からは４割に上

昇したものの、まだ過半数に達していない状況です。また、回答の割合が高かっ

た「障害を理由に差別されたことがない」という回答結果の背景を考慮しつつ、

「差別」についての理解を互いに深めていく必要があります。  

・バリアフリー法の改正に伴い、市民や施設設置管理者、市がそれぞれ連携・協力

しながら、心のバリアフリー啓発の推進を図り、障害理解を深めるための取り組

みが必要です。 

・地域自立支援協議会や障害者差別解消支援地域協議会とも連携しながら、差別解

消に関する普及啓発を行う必要があります。  

・当事者団体などからは、合理的配慮の一つである情報保障の充実が要望されてい

ます。市からのお知らせや市主催のイベントなどの情報保障は十分とは言えない

状況であることから、障害特性に応じたより分かりやすい情報提供について検討

を行う必要があります。 

《障害者差別解消法の認知》  

 

 

 

 

 

 

 

 

※令和元年度障害者実態調査 

※（ｎ）は調査数を示す  

 

合理的配慮とは？  

   障害者から、社会的障壁の除去を必要としている旨の意思表明があった場合、その実施に伴う  

負担が過重でないときは、社会的障壁の除去の実施について必要かつ合理的な配慮を行う必要が  

あります。 

  

認知率：43.6％ 

今回（令和元年度） (1,691)

前回（平成28年度） (1,660) 14.3 17.3 60.4 7.9

(%)
ｎ

15.7 27.9 51.9 4.4

知
っ

て

い

る

聞

い

た

こ

と

は

あ

る

知

ら

な

い

無

回

答



 

29 

 

 
 

７ 障害者施設の利活用について 
・重度身体障害者グループホーム「ＲＥＮＧＡ」は、令和３（2021）年３月に新

たな施設に移転することが決まっているため、建物の利活用について検討する必

要があります。  

・桜堤地区では近年、高齢・障害サービスの基盤が集中的に整備されつつあります。

今後の超高齢化社会や障害者の高齢化、認知症高齢者の増加などを見据え、地域

共生社会の実現に向けた相談支援体制等の強化については、取り組むべき重要な

課題です。  
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計画の基本的な考え方  第３章 

 

 

 

１ 基本理念・基本目標・基本的視点 
  障害者計画では、「地域共生社会」を基本理念として、障害のある人が、住み慣れた地

域の中での生活を継続しながら、障害のない人とともに武蔵野市ならではの地域共生社

会を実現していくため、障害の社会モデルの考えを取り入れた基本目標を定めるととも

に、基本的視点として次の４点を掲げます。  

 

 

 

障害のあるすべての人が 

住み慣れた地域社会の中で 

生涯を通じて安心して 

自分らしい生活を送るために 

 

 

 

１「ウィズ・コロナ」社会に対応した取り組みを推進し、継続した障

害福祉サービスの提供と現場で対応する職員の安全確保、市民への

適切な情報提供に努めます。  

 

２ 障害のあるすべての人が自らの選択に基づく生活スタイルを確保

し、地域で安心して暮らし続けることができるよう相談支援体制を

充実させます。 

 

３ ライフステージに応じた地域生活の選択が可能となるよう環境の

整備を進めます。  

 

４ 広く市民の中で障害が正しく理解され、一人ひとりの多様性を認

め合い、差別や権利侵害のないまちづくりを推進していきます。   基本的視点 

基本目標 
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２ 基本施策 
  武蔵野市第六期長期計画で定められた方針に基づき、次の６つの基本施策を計画的に

推進します。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

基本施策 3 

安心して暮らし続けられるための相談支援体制の充実 

「8050 問題」などの複合的な課題を解決するため、保健・医療・介護・福祉

分野の多職種連携を推進し、重層的な相談支援のネットワークを強化します。 

基本施策 4 

福祉人材の確保と育成に向けた取組み 

福祉人材の確保と育成・質の向上を図るため、武蔵野市地域包括ケア人材育

成センターと連携した取組みを推進します。  

新しい福祉サービスの整備 

複合的なニーズや地域共生社会に対応した、多世代型の新たなサービス提

供及び施設整備を推進します。 

基本施策 5 

基本施策 1 

まちぐるみの支え合いを実現するための取組み 

心のバリアフリー啓発事業や障害者差別解消に向けた取組みなど、地域共生社

会の実現に向けた取組みを推進します。 

基本施策 2 

生命と健康を守る地域医療充実への取組みと連携の強化 
障害の重度化・高齢化による在宅での医療ニーズの需要増加や精神障害者の地

域移行、地域定着の支援に対応するため、在宅医療・介護連携事業の推進を図

ります。  

基本施策 6 

子どもたちが希望を持ち健やかに過ごせるまちづくり 

子どもの発達や成長段階に応じた適切な支援を推進するため、関係機関と

連携を図りながら子どもと子育て家庭を包括的に支援する体制を整備しま

す。 
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３ 重点的な取組み 
  計画期間における重点的な取組みとして、以下６項目を設定し推進します。  

  

 

 

 

■令和２（2020）年１月に国内最初の新型コロ  

ナウイルス感染症例が報告され、その後、感  

染者数が急増したことを受け、政府は令和２  

（2020）年４月７日、７都府県に対し、新型  

インフルエンザ等対策特別措置法に基づく、  

「緊急事態宣言」を発令し、令和２（2020） 

年４月 16 日には全国に対象を拡大しました。  

■緊急事態宣言発令に伴う外出自粛要請を受け、 

市内の障害福祉サービス全般において、事業  

の縮小や活動内容の制限をせざるを得ない状  

況となり、各事業所では感染症対策に必要な  

医薬材料品や感染防護に必要な物品等の不足  

が生じました。  

■武蔵野市では、障害福祉分野における新型コロ  

 ナ感染症対策（Ｐ23 参照）として、様々な取り  

組みを行ってきました。  

■今後も新しい生活様式が求められる新型コロ  

ナウイルス感染症への対応について、障害福  

祉サービスの安定した事業継続を図るための  

事業所支援や障害福祉分野で働く職員の安全  

確保の対策について取組みを行います。  

■新型コロナウイルス感染症に関して、国や東 

京都などと情報の連携・共有を図るとともに、 

障害者やご家族の不安を軽減するための支援や市からの情報提供、相談窓口などの案  

内について、より効果的な周知方法を検討します。  

  

重点１ 新型コロナウイルス感染症対策  
 

 

武蔵野市は、 
障害福祉サービスを継

続していくため、「ウィズ・

コロナ」「ポスト・コロナ」

社会に対応した支援体

制の構築に取り組みま

す。 
 

 

【主な関連事業】  

・コロナ禍での事業継続支援と障害

福祉分野で働く職員の安全確保  

・国や東京都との情報連携、情報共
有  

・当事者やその家族、事業所への新
しい生活様式に関する周知・啓発  

・障害福祉サービス等に関する情報
提供と相談窓口の周知  



 

33 

 

 
 

 

  

 

■地域共生社会の実現を図るため、「社会福祉法」  

の一部が改正され、地域における包括的相談体  

制の強化や関係機関の連携による一体的支援な  

ど、「重層的支援体制の整備」に取り組むことな  

どが規定されました。（令和３（2021）年４月  

施行）  

■「8050 問題」にみられる世帯状況の複雑化・多  

様化により、様々な課題が複合的に発生する相  

談が増えており、障害福祉分野だけでは課題解  

決が難しい状況です。  

■障害分野だけでは対応が難しい相談については、 

庁内連携組織として設置している「健康福祉実  

務担当者調整委員会」を活用し、基幹相談支援セ  

ンターが障害分野の専門職の立場として積極的  

に関与し、関係各課等と更なる連携を図ります。 

■実態調査では、「相談先がわからない」と回答した  

方が多い結果となりました。どんな内容でも気軽  

に相談できる福祉総合相談窓口（仮称）の設置や  

状況に応じて必要な窓口へ同行する福祉コンシ  

ェルジュ（仮称）の配置について検討します。  

■市直営の基幹相談支援センターは、障害分野にお  

ける市民の相談窓口機能として対応します。また、 

相談ネットワークの中核機関として事業者への後方支援や指導助言のほか、事業者間ネ  

ットワークの構築や人材育成などを行います。また、専門的支援ニーズにも対応するた  

め、引き続き保健師や社会福祉士、精神保健福祉士などの専門職を配置する等、一層の  

体制強化に向けて取り組みます。  

■市内に３か所設置している地域活動支援センターは、障害特性に応じて、様々な相談支

援を行っています。特に、地域活動支援センターの機能の一つである「居場所」では、

障害のある人のエンパワメントを高めるなど、社会参加につなげる支援を行っています。 

■障害福祉サービスのケアマネジメントを行う相談支援専門員の人材育成を図るため、基

幹相談支援センターが中心となって、体系的な研修を行います。  

■障害者総合支援法における対象範囲の拡大に伴い、発達障害や高次脳機能障害、医療的

ケア、難病などの専門性が求められる相談が増えています。  

■障害者福祉センターで実施されている専門相談（視覚障害、高次脳機能障害、リハビリ

相談）については、継続的な相談体制が図れるよう、専門相談員の人材確保に努めます。  

重点２ 相談支援体制の強化  
 

 

武蔵野市は、 
相談支援体制の役割を

明確化し、オールライフ

ステージにわたる支援

の充実と重層的なネット

ワークの強化に取り組み

ます。 
 

【主な関連事業】  

・福祉総合相談窓口（仮称）の設置や
福祉コンシェルジュ（仮称）の配置  

・「8050 問題」など複雑化・多様化

した支援ニーズに対する重層的な

相談支援体制の強化  

・基幹相談支援センターの機能強化
と地域活動支援センターとの連携  



 

34 

 

 
 

■難病者からは、「相談相手がいない」などといった声が多く寄せられており、家族からは

ショートステイやレスパイト事業の拡充が求められています。難病者の相談支援事業等

の充実を図るとともに、既存の相談支援等の見直しを含めたあり方について検討を行い

ます。 

＜相談支援体制イメージ＞  
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■障害者の重度化や高齢化、親なき後を見据え、  

 障害者の生活を地域全体で支えるサービス提供  

体制を構築するための取組みが必要です。  

■障害者総合支援法に基づく地域生活支援拠点に  

ついては、平成 31（2019）年３月に開設した   

「わくらす武蔵野」と市内事業所のネットワー    

クの強化を図り、地域自立支援協議会とも連携  

を図りながら整備を進めていきます。  

■精神障害者長期入院者の退院支援（地域移行      

支援）を推進するため、保健・医療福祉等の関  

係者が参加する協議の場の設置や実態把握、退  

院促進のための調査の実施、支援体制の強化に   

取り組みます。  

■実態調査や団体ヒアリングの結果から、充実す  

べき障害者福祉施策として「住宅の整備・住宅  

探しの支援」など住まいに関する要望があげら  

れています。障害のある人が、住み慣れた武蔵 

野市で安心した生活が継続できるよう、ニーズ 

や目的に応じたグループホームの整備や在宅の 

支援のあり方について検討します。 

■令和２（2020）年度中に桜堤地区（旧くぬぎ  

園跡地）に開設予定の日中サービス支援型グル  

ープホームには、訪問看護ステーションが併設  

される予定です。高齢化や重度化への対応が求  

められる中、医療的ケアが必要な人の地域生活 

を支援するためにも医療との連携は欠かせません。今後も保健、医療、介護、福祉の連

携の推進に取組みます。 

■実態調査では、充実すべき障害者福祉施策として「災害時の支援体制」の要望が高くな

っています。災害時にも自宅で生活継続ができる自助・互助の推進を図るとともに、障

害特性に応じた情報保障のあり方など、関係部署や施設などと検討します。 

■少子高齢化が進む中、障害福祉分野で働く職員の人材確保や育成が課題となっています。

市内で長く働いてもらえるための事業所支援や人材確保の施策を検討していくとともに、

地域包括ケア人材育成センターとも連携を図り、研修会の開催など市内で働く職員への

支援の充実を図ります。 

■グループホーム RENGA の利活用については、市内の施設整備状況を鑑みながら、「地

域共生型」の施設整備なども含め検討します。 

重点３ 地域生活支援の充実 
 

 

武蔵野市は、 
障害者の重度化や高齢

化、親なき後を見据え、

地域社会での安心した

生活の継続と地域移行

を進めるため、地域生

活支援拠点の整備に取

り組みます。 

 

【主な関連事業】  

・市内事業所間のネットワークを活

かした地域生活支援拠点の整備  

・精神障害者の地域移行支援の推進  

・在宅生活を支える支援のあり方の

検討  

・医療や介護の連携促進  

・災害時の支援体制の強化  

・福祉人材の確保、育成  
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※地域生活支援拠点の５つの機能  

 ①相談 ②体験の機会・場  ③緊急時の受入れ対応 ④専門性 ⑤地域の体制づくり  
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■武蔵野市第六期長期計画では、市の目指すべき  

姿として「誰もが安心して暮らし続けられる魅  

力と活力があふれるまち」を掲げています。障  

害のある人が自分らしく安心して暮らしていく  

ためには、様々な形での社会参加の促進を図る  

ことが大切です。障害のある人が地域の社会活 

動に参加することで、地域の障害に関する理解  

がより一層深まり、支え合いのまちづくりが推  

進されます。  

■障害者の就労支援については、障害者就労支援  

センターあいるを中心に、関係機関が連携を図  

りながら様々な取り組みを進めています。  

  一方、実態調査の結果から、精神障害者の就労  

意向は他の障害者に比べ高いものの、実際の就  

労につながらないケースが多い状況です。 

精神障害や発達障害のある人が、短時間就労  

 など多様な働き方を選択できる取組みを推進し  

 ます。  

■実態調査結果から、調査対象者の中で社会的な

関わりの希薄な方が一定数いることが認められ

ます。引きこもりの方や家族への支援策として、

これまで相談会や家族セミナー、フォーラムな

どの事業（引きこもりサポート事業）を実施し  

てきましたが、今後は、対象年齢の拡大に伴い、若者サポート事業や不登校対策等関係  

事業などとも連携を図りながら、年代別のニーズに応じた居場所機能の充実を図ること  

が必要です。  

■実態調査結果から、通所後や週末の余暇活動支援に関するニーズの高さが確認できまし

た。移動支援や同行援護、日中一時支援事業については、これまでも従業者養成や事業

者誘致等の支援を行ってきました。今後もこれらの支援を継続して実施します。  

■障害者福祉センターでは、身体障害や知的障害のある人の通所事業や障害者講習会、支

援団体への活動支援を実施しています。引き続き、障害者の社会参加を促進する活動を

支援します。  

 

  

重点４ 社会参加の充実 
 

 

武蔵野市は、 
社会とのつながりが希

薄な方の社会参加を促

進するため、障害特性

に応じた参加しやすい

環境の整備と障害者雇

用の促進に取り組みま

す。 

 

 

【主な関連事業】  

・多様な働き方を選択できる取組み  

・引きこもりサポート事業の拡充  

・成人期の余暇活動の充実  
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■近年、発達に課題のある子どもの増加や療育の  

普及に伴い、療育相談や児童発達支援のニーズ  

が増加しています。地域で安心した生活を送る  

うえで、さまざまな不安を抱えている子どもや  

その家庭に対して、適切な支援を行うことが大  

切です。  

■みどりのこども館（ハビット、ウィズ）は、令  

和２（2020）年４月より児童福祉法に基づく市  

内初の児童発達支援センターになり、「相談部ハ  

ビット」と「通園部ウィズ」として一体化しま   

した。センター化に伴い、相談体制の拡充、強  

化を図り、療育の質の向上と相談支援の充実を  

図ります。  

■ライフステージごとに専門的な支援者が異なる  

ことは、支援に切れ目を生じさせる要因ともな  

り得ます。今後整備予定の新たな相談支援体制  

「子育て世代包括支援センター」と児童発達支  

援センター、教育支援センターが連携を図り、  

乳幼児期から学齢期、青年期に至るまで、年代  

ごとに支援が途切れることがないように、一人  

ひとりの発達段階に応じた一貫した支援を進め  

ていきます。  

■小・中学校や保育園・幼稚園に通う発達に課題  

のあるこどもが増加していることから、教諭や保育士等の発達支援に関する認識の共有・ 

スキルアップのための研修等を継続して実施します。  

■放課後等デイサービスについては、整備費補助の効果もあり、事業所が増加しています。

事業所間の情報交換や連携を図り、サービスの質の向上を目指します。  

■令和２（2020）年 12 月に桜堤ケアハウス内に肢体不自由児等を対象とした放課後等

デイサービスと相談部ハビットのサテライトオフィスが開設します。引き続き、肢体不

自由児や重症心身障害児を対象とした事業所の整備促進を図るとともに、相談支援体制

のさらなる強化を図ります。  

■ペアレントメンター（※）の活用に向けた取組みを推進し、保護者の不安や悩みを解消  

するための支援を行います。  

重点５ 障害児支援体制の充実 
 

 

武蔵野市は、 
子どもたちが希望を持ち

健やかに過ごせるまち

づくりを目指し、一人ひ

とりの子どもと家庭を包

括的に支援する体制の

整備に取り組みます。 

 

 
【主な関連事業】  

・児童発達支援センターによる療育

の質の向上と相談支援の充実  

・子育て世代包括支援センターなど  

との連携  

・肢体不自由児等を対象とした放課  

後等デイサービス事業の実施  

・ペアレントメンターの活用  

※ペアレントメンターとは、発達障害児（者）などの子育て経験のある親で、その経験を生かし、

こどもが発達障害などの診断を受けて間もない親などに対し、助言や相談を行う。 
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■平成 28（2016）年４月の「障害者差別解消法」  

の施行を受け、東京都は、平成 30（2018）年  

「東京都障害者への理解促進及び差別解消の推  

進に関する条例」を制定し、民間事業者に対す  

る「合理的配慮の提供」を義務化するなどの取  

組みを進めました。  

■実態調査結果では、障害者差別解消法の認知度  

が、３年前に行った調査から 10.6 ポイント上 

昇し 43.6％となりましたが、依然、半数以上の  

方が「知らない」と回答しています。  

 相談をしなかった理由としてあげられた「相談  

しても無駄だと思った」、「自分が我慢すればい  

いことだと思った」などの回答を少しでも減ら  

すため、差別解消に関する相談窓口の周知や実  

際に解決した好事例を伝えていくなどの普及啓 

発に取り組みます。  

■聴覚・視覚障害者団体などからは、合理的配慮  

の一つとして「情報保障の充実」が要望されて  

います。日々進歩するＩＣＴ（情報通信技術）

の活用方法を含めた情報保障の取組みを進めます。 

■市及び武蔵野市福祉公社では、「成年後見利用支  

援センター」を新たに開設し、成年後見制度の 

総合相談や普及・啓発に関する事業を開始しま  

した。    

今後、親なき後の支援が必要な障害者の増加が  

見込まれる中、障害などの理由で判断能力が低下した人の権利や財産を守るため、武蔵

野市福祉公社やＮＰＯ法人むさしの成年後見サポートセンターこだまネットと連携を図

りながら、成年後見制度の活用に向けた普及・啓発の取組みを進めます。  

■令和２（2020）年度からスタートした「武蔵野市第六期長期計画」では、重点施策の

一つに「武蔵野市ならではの地域共生社会の推進」を掲げています。  

地域共生社会の実現に向け、市民や民間事業者などへの障害理解を推進する取組みとし  

て、「心のバリアフリー」のパンフレットの改定やヘルプマーク、ヘルプカードの普及啓  

発に努めます。   

重点６ 障害者差別解消に向けた取組みの推進 
 

 

武蔵野市は、 
障害のあるなしに関わら

ず、すべての人が包摂

され、一人ひとりの多様

性が認められる支え合

いのまちづくりを推進す

るため、障害者差別の

解消に向け取り組みま

す。 

 

 
【主な関連事業】  

・障害者差別解消の普及啓発  

・情報保障の充実  

・成年後見制度の利用の促進  

・ヘルプマーク、ヘルプカードの普  

及啓発  
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施策の体系  第４章 

 

 

  

新：新規事業 拡：拡充事業 

基本施策  施策  
番

号 

区

分 
事業  

まちぐるみの

支 え合 いを

実 現 するた

めの取組み  

健康づくりや食育支援

の推進  
1 新  健康づくりや食育支援の推進 

市民が主体となる地域

活動の推進  

2 
 まちぐるみの支え合いの仕組みづくりの推進 

3 
 ボランティアの育成と活動支援の推進 

地域共生社会の実現に

向けた障害者差別解消

の推進  

4 拡  地域共生社会のさらなる推進 

5 
 障害者差別解消の推進 

6  心のバリアフリーハンドブックの改定 

7  ヘルプマーク・ヘルプカードの普及・啓発の推進 

8 
 情報保障の充実 

生命 と健康

を守 る地 域

医療充実へ

の取 組 みと

連携の強化  

保健・医療・介護・福祉

の連携  

9 
 在宅医療と介護連携の強化 

10 
 精神障害者の地域移行・地域定着の支援体制の強化 

11 
 依存症対策の理解促進 

安 心 して暮

らし続けられ

るための相

談支援体制

の充実   

相談支援体制の強化  

12 新  

福祉総合相談窓口（仮称）設置や福祉コンシェルジュ（仮

称）配置に向けた検討 

13 新  

重層的な相談支援体制の機能強化と各機関の役割の明

確化 

14 
 相談支援専門員の育成 

15 拡  

引きこもりサポート事業及び引きこもり相談窓口体制

の充実 

16 拡  難病患者向けの相談支援体制の充実 

社会参加の充実  

17 
 ゆるやかで多様な就労も含めた障害者雇用の推進 

18 
 障害者庁内実習の推進 

19 
 精神障害者等への就労支援ネットワークの強化 

20 
 成人期の余暇活動支援 

21 
 オリ・パラに向けた文化・スポーツ・芸術活動の充実 

地域生活支援の充実  

22 
 ネットワークを活かした地域生活支援拠点の整備 

23  失語症者などの高次脳機能障害者への支援拡充 

成年後見制度の利用促

進  
24 

 成年後見制度の利用促進 

虐待防止の推進  25 
 虐待防止の推進 

見守りや孤立防止の推進  26 新  潜在的な支援ニーズの把握方法の検討 



 

41 

 

 
 

基本施策  施策  
番

号 

区

分 
事業  

27 
 「見守り・孤立防止ネットワーク」による安否確認体制

の充実 

28 
 市民こころの健康支援事業の充実 

災害時に配慮を必要と

する市民への支援   

29 新  在宅避難の推進 

30 拡  
在宅人工呼吸器使用者等への災害時個別支援計画の作

成 

31 
 福祉避難所の充実 

32 拡  新型コロナウイルス感染症対策 

福祉人材の

確保 と育成

に向 けた取

組み 

市民の主体的な地域福

祉活動に対する支援  

（人材の育成） 

33 新  市民の主体的な地域福祉活動に対する支援 

福祉人材の確保  

（人材の育成） 

34  相談支援専門員の育成【再掲】 

35  他分野の支援者に対する研修の充実 

36  武蔵野市地域包括ケア人材育成センターとの連携 

37 新  「介護職・看護職Ｒｅスタート支援金」の検討 

新 しい福 祉

サー ビ ス の

整備  

障害者施設の利活用  

38  
肢体不自由児等を対象とした放課後等デイサービス事

業の実施 

39 新  RENGA の利活用についての検討 

子どもたちが

希 望 を持 ち

健やかに過

ごせるまちづ

くり 

児童発達支援センター

みどりのこども館による

子どもの発達支援の強

化  

40  地域療育支援体制の強化 

41 新  包括的支援体制の整備 

42  相談部ハビットのサテライトオフィスの設置 

放課後等デイサービス

の充実  

43  放課後等デイサービスの質の向上 

44  
肢体不自由児等を対象とした放課後等デイサービス事

業の実施【再掲】 

保育士等の研修の充実  45  保育士等の研修の充実 

市民の主体的な地域福

祉 活 動 に対 する支 援

（再掲） 

46 新  ペアレントメンターの活動支援 
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施策の展開  第５章  

 

 

 基本施策 １   まちぐるみの支え合いを実現するための取組み  

 

 

施策（１）健康づくりや食育支援の推進 

・誰もがより長く元気に暮らすことができる社会を目指すためには、市民一人ひとり

が主体的に健康づくりに取り組むことが必要です。予防の観点から、検診等の啓発、

健康や栄養について学ぶ機会の提供等、健康寿命を延ばす取り組みを進めます。  

 

番号  区分  事業  内容  
1 新  健 康 づ く り や 食 育

支援の推進  ・地域活動支援センター等への基幹相談支援センターの専門職に

よる出前講座の実施や必要に応じて健康づくり事業団とも連携し

て、生活習慣病予防などの健康について、自ら学ぶことができるよう

な取り組みを検討します。 
 

施策（２）市民が主体となる地域活動の推進 

・少子高齢化の進行や生活課題のさらなる多様化などにより、公的サービスだけでは

地域課題を解決することが難しくなっています。  

・地域における課題を解決するためには、地域の民間事業者や地域住民による互助・

共助が必要となってきます。障害のある人が、地域住民や地域活動団体と相互に交

流し、理解を深めていくことが重要です。  

・市内の障害福祉サービス事業所に対し、地域活動団体の周知や行事への参加を促す

等、障害のある人自身が地域の担い手になるような支援を図ります。 

 

番号  区分  事業  内容  
2   まちぐるみの支え合

いの仕組みづくりの

推進  
・基幹相談支援センターが中心となり、障害のある人や地域活動支

援センター、障害福祉サービス事業所等がコミュニティーセンター、

地域社協等の地域活動団体と相互に交流し、理解を深め、繋が

るための仕組みづくりを検討します。 
・市内の障害福祉サービス事業所に対し、地域活動団体の周知や

行事への参加を促す等、障害のある人自身が地域の担い手にな

るような支援を図ります。 
 

 

 

 

基本施策 
１ 
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番号  区分  事業  内容  
３  ボランティアの育 成

と活動支援の推進  ・地域のボランティア活動に携わる人々は、障害のある人にとって、地

域での生活を支える大切な社会資源の一つです。（社福）武蔵

野市民社会福祉協議会や関係団体等との連携を図りながら、ボ

ランティアの育成と活動場所の支援に引き続き取り組みます。 
 

施策（３）地域共生社会の実現に向けた障害者差別解消の推進 

・これまで武蔵野市では、いきいきサロン事業の共生社会推進プログラム（高齢者と障  

害者の交流）など、地域共生社会の実現に向けた様々な取組みを進めてきました。  

・「桜堤地区における福祉サービス再編検討委員会報告書（令和元（2019）年９月）」  

 を踏まえ、高齢・障害のサービス基盤が集中的に整備されつつある桜堤地区をモデル  

地域として、本市独自の「地域（まち）」・「共生（誰もが安心して）」・「社会（見守り・ 

支え合う）」の姿を共有化します。  

・平成 28（2016）年４月に「障害者差別解消法」が施行され、国や地方公共団体

には、障害者に対する不当な差別的取扱いの禁止と合理的配慮の提供が義務化され

ました。本市でも、市の窓口や広報、イベントなどで、障害のある人に対する適切

な配慮を行うように推進してきました。今後も、市や地域社会において、市民一人

ひとりが合理的配慮について考え、実践につなげていくよう推進していきます。  

・心のバリアフリーとは、建築物等のハード面だけではなく、障害のある人と地域の

人々がお互いを理解し合い、相互に助け合い、気持ちよく暮らし続けることができ

るまちをつくるための心構えです。令和元年（2019）年に高齢者、障害者等の移

動等の円滑化の促進に関する法律（通称バリアフリー法）が改正され、更なる心の

バリアフリーの実現に向けて推進することが義務付けられています。  

・本市ではこれまでも各種講演会や啓発事業、心のバリアフリー出前講座などを行っ

てきましたが、市内の施設設置管理者や民間事業者、教育機関や地域住民の方々と

も連携し、より一層推進していきます。  

 

番号  区分  事業 内容 

４ 拡  地域共生社会のさ

らなる推進  

・「桜堤地区における福祉サービス再編検討委員会報告書（令和元

（2019）年９月）」において、地域完結型の地域共生社会を実

現する先駆けとなってほしい旨の報告がなされています。 
・桜堤地区には、高齢・障害のサービス基盤が集中的に整備されつつ

あります。こうした中、制度・分野の壁を越えた事業所連携を図ること

を視野に入れ、モデル地域として、本市独自の「地域（まち）」・「共

生（誰もが安心して）」・「社会（見守り・支え合う）」の姿を共有

化します。 
・そのためにも、事業所間の交流や研修会を開催し、各種サービスが協

働できるような仕組みづくりを検討し、本市独自の地域共生社会「誰

もが安心して、見守り・支え合う、まち」を目指していきます。    
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番号  区分  事業 内容 
5  障 害 者 差 別 解 消

の推進  
・市の窓口などにおいて、障害のある人に対する適切な配慮が行え

るように、職員に対する障害理解を深めるための取り組みを推進し

ます。 
・地域社会においても、市民一人ひとりが合理的配慮について考

え、実践につなげていく事が重要です。地域自立支援協議会や障

害者差別解消支援地域協議会などと連携しながら、当事者の声

を直接聞く機会や実際に差別解消に関する相談で解決した好事

例を伝えていくなどの普及・啓発を推進します。 
6   心のバリアフリーハン

ドブックの改定  ・平成 25（2013）年に作成した心のバリアフリーハンドブックを改

定し、発達障害や障害者差別解消法等についての理解を促すと

ともに、地域における障害に対する理解や関心が深まるような取り

組みを進めていきます。 
7  ヘルプマーク・ヘルプ

カードの普及・啓発

の推進  ・障害のある人だけでなく、地域の人々にもヘルプカードについての理

解を深めてもらうため、地域自立支援協議会と協働で継続して周

知活動を行っていきます。 

8  情報保障の充実  
・障害のある人へも配慮した、誰もがわかりやすい印刷物作成のガイ

ドラインを作成し、庁内周知を図ります。 
・聴覚障害者などのコミュニケーション手段の確保、情報保障を図る

ため、手話通訳者や要約筆記者の養成・普及啓発 を推進しま

す。また、手話通訳者の派遣方法などについて庁内周知を図りま

す。 
・障害のある人が必要な行政情報を円滑かつ正確に入手できるよう

に、市報、つながりによる周知に努めるとともに、市のホームページ、

フェイスブック、ツイッター、LINE 等におけるアクセシビリティの確保・

向上を図ります。 
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 基本施策 ２   生命と健康を守る地域医療充実への取組みと連携の  

強化 

 

施策（１）保健・医療・介護・福祉の連携 

・障害の重度化・高齢化による在宅での医療ニーズの需要増加や精神障害者の地域移

行、地域定着の支援に対応するため、在宅医療・介護連携推進協議会の取組みを障

害分野においても活用し、保健・医療・介護・福祉に関係する多職種の連携を推進

します。  

・精神科病院に入院している精神障害者が、円滑に地域移行を図るための体制及び安

定した地域生活を送るための体制を整備するとともに、精神科医療機関と地域との

相互理解及び連携強化の推進を図ります。  

・アルコール・薬物・ギャンブルなどの依存症は、適切な治療とその後の支援によっ

て、回復可能な疾患です。一方、依存症への偏見、差別もあり、依存症の方やその

家族が適切な治療や支援に結びついていないという課題があります。偏見や差別の

解消と適切な治療や支援についての理解を深めるための普及啓発事業を実施します。 

 

番号  区分  事業 内容 
9  在 宅 医 療 と 介 護

連携の強化  
・在宅における医療ニーズの高い障害のある人は増えていることから、

医師会、歯科医師会、訪問看護事業所等と密接に連携し、在

宅での継続した生活ができるような支援体制を構築します。 
・市民の在宅医療と介護に関する相談に対応するため、現在、医

療・介護関係者の相談窓口として、武蔵野市医師会に設置して

いる「武蔵野市在宅医療介護連携支援室」の相談、調整機能

の充実を図ります。 
・市民向けの講座や講演会の開催により、在宅医療と介護連携に

ついて、市民への啓発を行います。 

10  精 神 障 害 者 の 地

域 移 行 ・ 地 域 定

着 の 支 援 体 制 の

強化  

・精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築を推進するた

め、保健・医療関係者、長期入院者の７割を占める高齢者の分

野を含めた福祉関係者、民生委員など地域の団体が参加する協

議の場を設置します。 
・地域移行・地域定着支援を推進するため、近隣の精神科病院を

中心に長期入院者の実数及び実態把握のためのアンケート調査

や訪問してのヒアリング調査を実施するとともに、近隣病院との定期

的な連絡会の開催を検討します。 
・基幹相談支援センターと地域活動支援センターが連携しながら、

精神障害者に対する居住支援を強化します。 
・緊急時に精神障害者が一時的に過ごすことができるスペースの確

保を検討します。 
・長期入院者の退院への動機づけ支援について、ピアサポーターの

活用を検討します。 
・精神障害者地域移行体制整備支援事業を活用し、北多摩南

部圏域との連携を深めます。 

基本施策 
２ 
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番号  区分  事業 内容 
11  依 存 症 対 策 の 理

解促進  ・事業所や病院等の支援者を対象に行う精神保健福祉研修で

は、依存症をテーマに行うことで、支援者の理解や対応力の向上

を図ります。 
・精神保健福祉啓発講演会等の開催を通じて、市民への普及啓

発を促進します。 
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安心して暮らし続けられるための相談支援体制の充実 

 

施策（１）相談支援体制の強化 

・個別の制度や施策、事業だけでは対応が難しいという課題とどこに相談すればよい

のか、誰に相談すれば分からない市民のために、ワンストップ型の福祉総合相談窓

口（仮称）設置や状況に応じて必要な窓口へ同行する福祉コンシェルジュ（仮称）

の配置の検討を進めます。  

・50 歳代の中高年の引きこもりの子の生活を 80 歳代の後期高齢者である親が支え

る「8050 問題」やダブルケアなど、様々な課題が複合的に発生する相談が増加し

ており、支援ニーズは、複雑化・多様化しています。  

・障害のある人やその家族が悩み事や心配事について相談できる体制を充実し、一人

ひとりの状態とニーズにあった対応ができるよう市直営の基幹相談支援センターや

地域活動支援センター、指定特定相談支援事業所の役割分担を明確化します。  

・発達障害や高次脳機能障害、医療的ケア、難病などの専門性が求められる相談に対

応できるよう専門相談員や相談支援専門員等の人材育成を図ります。  

・相談窓口等を分かりやすく周知するために、リーフレットやホームページ、ＳＮＳ

等広報媒体の強化、改善を図ります。  

番号  区分  事業 内容 
12 新  福 祉 総 合 相 談 窓

口 （仮 称 ） 設 置

や福祉コンシェルジ

ュ（仮称）配置に

向けた検討  
・困り事はあってもどこに相談すればよいのか分からない市民を支える

ワンストップ型の福祉総合相談窓口（仮称）の設置を検討しま

す。 
・相談者の困り事に対する相談支援を行う福祉コンシェルジュ（仮

称）の配置を検討します。 

13 新  重 層 的 な 相 談 支

援 体 制 の 機 能 強

化と各機関の役割

の明確化  

・「8050 問題」等の複雑化・多様化した支援ニーズに対応するた

め、庁内連携組織である「健康福祉実務担当者調整委員会」の

場において、基幹相談支援センターが障害分野の専門職の立場

として積極的に関与し、適時適切な支援につなげられるよう関係

各課と情報共有を行い、分野横断的な連携を強化します。 
・基幹相談支援センターの機能強化を目的に、職員の体系的な研

修を実施します。 
・基幹相談支援センターと地域活動支援センターとの合同研修を

定期的に行い、地域のネットワークづくりや社会資源についての情

報共有、他分野の制度の習得に努めます。 
・専門性のある相談に引き続き対応ができるよう、障害者福祉センタ

ーの専門相談員を確保します。 
・基幹相談支援センターが中心となり、市内事業所との連携強化を

推進します。  

基本施策 
３ 
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番号  区分  事業 内容 
14  相 談 支 援 専 門 員

の育成  ・基幹相談支援センターを中心に、相談支援専門員の体系的な研

修を実施します。 
・法改正に対応した「相談支援専門員ガイドライン」の改訂を行いま

す。 
15 拡  引 きこもりサポート

事 業 及 び引 きこも

り相談窓口体制の

充実  
・福祉総合相談窓口（仮称）設置や福祉コンシェルジュ（仮称）

配置により、市民にとってわかりやすい相談窓口をつくるとともに、家

族セミナーやフォーラムをきっかけとして、家族・当事者に対する支援

につなげていきます。 
・対象年齢の拡大に伴い、アウトリーチ型の支援や年代別のニーズに

応じた居場所機能の充実を検討します。 
・若者サポート連携会議等を通じて、若者サポート事業や不登校対

策等関係事業との連携を図ります。 
16 拡  難 病 患 者 向 け の

相 談 支 援 体 制 の

充実  ・既存の相談支援等の見直しを含めたあり方について検討を行い、

難病患者への相談に対応できる体制整備を図ります。 
・東京都多摩難病相談・支援室、訪問看護事業所とも連携し、

基幹相談支援センターでの相談を強化します。 
 

 

施策（２）社会参加の充実 

・市内企業等の障害者雇用や障害者への理解、実習先の拡充を推進するため、障害者

就労支援センターあいるを中心に、啓発活動の充実を図ります。  

・ゆるやかで多様な働き方の推進など、障害のある人が社会経済活動へ参加しやすく

なるよう、障害特性や個人の適性に応じた就労支援を推進します。  

・障害福祉サービスを利用せずに直接一般就労する人など、サービスを利用していな

い人に対して情報や支援が届きやすい取り組みを検討します。  

・障害のある人の活動の場を広げるとともに、誰もが参加しやすい環境の整備を進め、

それぞれの障害特性に応じた地域活動や余暇活動への参加を促進します。  

・地域での学習、スポーツ、文化・芸術などの様々な活動に参加することは、障害の

ある人の生活の質を高めることにつながります。  

・令和２（2020）年の東京オリンピック・パラリンピック競技大会は、新型コロナ

ウイルス感染症拡大の影響により１年延期となりました。新たな生活様式の中で、

障害のある人がスポーツを楽しめる機会や利用しやすい活動の充実を図る取組みを

検討します。  
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＜就労支援ネットワーク  イメージ図＞  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

番号  区分  事業 内容 
17   ゆるやかで多様な

就 労 も 含 め た 障

害者雇用の推進  ・精神障害や発達障害のある人が、短時間就労など多様な働き

方を選択できる取組みを推進します。 
・市内事業所の実習先の確保に向けた取組みを推進します。 

18   障害者庁内実習

の推進  ・障害のある人が就労に向けた実習を行えるよう、市役所内部で

様々な障害特性に応じた受入れ体制を整えていきます。 
・各関係機関と引き続き連携を図り、市内の企業などに対し障害

者雇用や障害者理解の促進を図っていきます。 
19  精神障害者等へ

の就労支援ネット

ワークの強化  ・精神障害や発達障害のある人の就労ニーズが高まっており、就

労移行支援事業所が増加していることを踏まえ、就労支援ネッ

トワーク会議等を活用しながら、医療機関も含めたネットワーク及

び連携の強化を図ります。 
20  成人期の余暇活

動支援  ・障害のある人の通所後や週末の余暇活動を提供するサービスと

して、移動支援や同行援護、日中一時支援事業への事業者

支援や従業者養成研修を実施します。 
・社会参加の場の一つである障害者福祉センターでの障害者講

習会を継続して行えるように支援します。 
21  オリ・パラに向けた

文化・スポーツ・芸

術活動の充実  ・オリンピック・パラリンピックに向け、障害のある人が文化活動やス

ポーツに参加しやすくなるよう、教育・文化施設担当部門との連

携や民間事業者等の活用により、誰もが一緒に文化・スポーツ・

芸術活動が楽しめる環境の充実を図ります。 
就労支援事業所  

一般企業・事業者  

引きこもり 

サポート事業所  

ハローワーク 

市役所  障害者職業センター 

地域自立支援協議会  

「はたらく部会」 

地域活動  

支援センター 

学校  

【職場開拓】 

地域の事業所への 

啓発活動等  

【職場実習】  

実習からの受入れ 

の提案等  

【各種相談】 

障害種別・手帳の有無  

を問わない相談等  

【フォローアップ】  

定期的な職場訪問  

の実施等  

就労支援センター 

あいる 

医療機関  
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施策（３）地域生活支援の充実 

・既存のグループホームの弱点である夜間の緊急対応などをバックアップする機能

や体験入所など、市内で不足している機能について、市内各事業所のネットワーク

を活かした拠点整備を進めます。  

・障害福祉の対象範囲の拡大や時代の変化にともない、障害のある人のニーズも変化

しています。様々な課題やニーズに応じたサービスを総合的に提供していけるよう

に努めます。  

  

施策（４）成年後見制度の利用促進 

・ 保護者などの親なき後、障害のある人の権利や財産が将来にわたって守られ、安

心した生活を送ることができるよう、成年後見制度等の取組みを促進します。  

・（公財）武蔵野市福祉公社を中心に、基幹相談支援センターやＮＰＯ法人むさしの

成年後見サポートセンターこだまネット、地域自立支援協議会などと連携を図りな

がら権利擁護事業や成年後見制度の利用促進を図るとともに、関係機関のネットワ

ークの活用によって、障害のある人を権利侵害から守る取組みを推進します。  

 

番号  区分  事業 内容 
22   ネットワークを活か

した地 域 生 活 支

援拠点の整備  ・わくらす武蔵野や各事業所が連携、補完し合えるようなネットワ

ークづくりを目指した地域生活支援拠点の整備を推進します。 
23   失 語 症 者 な ど の

高次脳機能障害

者への支援拡充  
・市では、これまで失語症者への機能訓練や失語症会話パートナ

ー養成事業、失語症デイサービス事業等を実施してきました。ま

た、高次脳機能障害相談支援事業（ゆいっと）を障害者福

祉センターに設置し、高次脳機能障害者への相談支援とともに

サロン活動を行ってきました。それぞれの事業が有機的に連動で

きるよう、失語症者への既存事業の統合再編を行うとともに、失

語症者を支援する拠点づくりを検討します。 

番号  区分  事業 内容 
24   成年後見制度の

利用促進  
・(公財）武蔵野市福祉公社やＮＰＯ法人むさしの成年後見サ

ポートセンターこだまネットなどと情報の共有・連携を図りながら、

保護者などの親なき後も地域で安心して暮らせるよう、当事者や

その家族などに向けた制度の普及啓発、後見業務を遂行できる

人材の育成支援などを推進します。 
・福祉公社と連携しながら、成年後見制度の利用を必要とする

障害者がスムーズに利用できるように支援を行います。 
・「武蔵野市成年後見制度利用促進基本計画」に基づき設置

する「成年後見制度地域連携ネットワーク連絡協議会」を通じ

て、関係機関のネットワークを強化します。 
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施策（５）虐待防止の推進 

・24 時間、365 日通報可能な体制を継続するとともに、未然防止や早期発見のため

に市民への広報・啓発活動や事業者への研修を行います。  

 

施策（６）見守りや孤立防止の推進 

・自立支援医療（精神通院）の利用者も年々増加傾向にあります。福祉サービスを利

用していない自立支援医療（精神通院）の利用者の相談支援を充実させ、地域で孤

立しない取り組みについて検討します。  

・新型コロナウイルス感染症拡大の影響で、外出を控える方やメンタル面の不安を訴

える方が増加している状況があります。また、東京都においては若年層の自殺も増

加しています。こころの健康支援事業の充実やネットワークの強化等孤立防止の取

り組みを行います。  

番号  区分  事業 内容 
26 新  潜在的な支援ニー

ズの把握方法の検

討  ・自立支援医療（精神通院）の新規申請時に保健師等の専門

職が面談・聞き取り調査を行うなど、潜在的な支援ニーズの把握

方法等について検討します。 
27  「 見 守 り ・ 孤 立 防

止ネットワーク」によ

る 安 否 確 認 体 制

の充実  
・「見守り・孤立防止ネットワーク」参加団体（住宅供給系、サービス 
提供事業者）による、それぞれの通常業務の中での異変の発見・速

やかな通報・相談窓口の周知の取組みを引き続き推進します。 
・消費者被害・認知症・生活困窮、自殺対策等の課題に対応す

るため、様々な分野における参加団体の拡大と連携の強化を図り

ます。 
28  市 民 こころの健 康

支援事業の充実  
・新型コロナウイルス感染症拡大の影響による相談需要の増加や自

殺予防に対応するため、「市民こころの健康相談室」の相談日を

増やすなど、相談事業の充実を図ります。 
・都における自殺対策強化月間を中心に講演会等の啓発活動を

引き続き実施します。 

番号  区分  事業 内容 
25   虐待防止の推進  

・虐待防止連絡会等を通じて、虐待の早期発見と適切な支援

に向けた連携を促進します。 
・障害者虐待についての正しい理解を深めてもらうために、市民や

事業者を対象に研修会等を開催します。 
・「障害者虐待通報・緊急相談事業」については、24 時間 365

日対応が可能であることを広く市民に周知し、早期発見・早期

対応を図ります。 
・養護者による虐待は、普及・啓発活動を通じて防止するととも

に、養護者に対する負担の軽減、相談助言など養護者の支援

にも努めます。 
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施策（７）災害時に配慮を必要とする市民への支援 

・近年、想定を超える風水害の発生など、地震以外の災害時の備えについて、誰もが

日頃から心がける必要があります。本市においては、自身の安全が確保できる場合

は在宅で避難生活を継続すること（在宅避難）を基本としています。そのため、関

係所管課とも連携しながら在宅避難に向けての必要な支援や助成制度などの情報提

供に努めます。  

・平成 23（2011）年３月に発生した東日本大震災では、計画停電の影響により在

宅人工呼吸器使用者の安否確認や電源確保の対応に追われました。翌年３月に策定

された「東京都在宅人工呼吸器使用者災害時支援指針」に基づき、保健所と市が協

力し「災害時個別支援計画」を作成しました。令和２（2020）年７月に指針の改訂

が行われ、各自治体が地域特性に応じて事業所連携を図りながら、在宅人工呼吸器

使用者の対策を講じることになりました。今後は、市と訪問看護事業所等と連携し、

支援の拡充を図ります。 

・避難生活が必要になることも想定して、避難所のおもいやりルームで対応困難な障

害のある人への支援として、福祉避難所の充実を図ります。  

・市の総合防災訓練や地域で実施されている防災訓練への参加を促すため、障害のあ

る人への広報を行うとともに、福祉避難所の開設訓練等も継続していきます。  

・災害発生時、又は災害が発生するおそれがある際、障害のある人へ適切な情報が伝

達されるよう、障害特性に配慮した情報伝達体制の整備を図ります。  

 

番号  区分  事業 内容 
29 新  在宅避難の推進  ・災害時に避難所ではなく自宅での生活が継続できる

自助・互助の備えについて、啓発を行います。 
30 拡  在宅 人 工呼 吸 器

使 用 者 等 へ の 災

害時 個 別支 援 計

画の作成  
・在宅の人工呼吸器使用者は、災害時に避難行動を

とることが難しいため、支援対象者の正確な把握と災

害時に取るべき行動を明確化し、必要な支援を迅速

に提供できるよう、訪問看護事業所等と連携して災害

時個別支援計画の作成を進めます。 
31  福 祉 避 難 所 の 充

実  ・福祉避難所として協定を結んでいる施設と役割の整

理を行うとともに、地域との連携を充実します。 
・総合防災訓練等で福祉避難所開設・運営訓練を実

施するとともに、新たな福祉避難所の指定を進めていき

ます。 
32 拡  新型コロナウイルス

感染症対策  ・事業所支援や障害福祉分野で働く職員の安全確保

について取組みを進め、安定した障害福祉サービス事

業の継続を図ります。 
・市からの情報提供や相談窓口などについて、障害のあ

る人や事業所への適切な周知の仕組みを検討します。 
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 基本施策 ４   福祉人材の確保と育成に向けた取組み 

 

 

施策（１）市民の主体的な地域福祉活動に対する支援（人材の

育成） 

・各地域福祉活動団体は、活動している人の高齢化や担い手不足といった課題に直面

しています。一人にかかる負担の軽減や人材の裾野の拡大を図ることにより、市民

の主体的な地域福祉活動につなげていきます。  

 番号  区分  事業 内容 
33 新  市 民 の 主 体 的 な

地 域 福 祉 活 動 に

対する支援  
・発達が気になる子どもの子育て経験を活かして、話を聴くことや情

報提供等を行うことで、様々な不安や悩みを抱える家族の支援に

つなげられるよう、市におけるペアレントメンターの活動支援等につい

て検討します。 
・地域移行支援・ひきこもり・依存症などの支援において、都や当事

者団体と連携を図り、同じ症状や悩みをもつ立場のピアサポーター

の活用を検討します。 
 

施策（２）福祉人材の確保（人材の育成） 

・介護保険制度改正において「共生型サービス」が創設されました。今後はより一層、

高齢者福祉サービスとの協働が多くなってくることが見込まれます。 

・少子高齢化が進む中、高齢者福祉（介護保険）分野のみならず、障害者福祉分野にお

いても専門性のある人材を確保することが難しくなってきており、障害者福祉分野で

働く人のモチベーションを高める取組みを通じて、福祉人材の確保を図ります。  

・研修等についてのより幅広い広報や内容の充実を図るために、武蔵野市地域包括ケ

ア人材育成センターと連携した取り組みを推進します。 

番号  区分  事業 内容 
34  相 談 支 援 専 門 員

の育成【再掲】 ・基幹相談支援センターを中心に、相談支援専門員のケアマネジメ

ント能力向上を目的とした研修を実施します。また、法改正に対

応した「相談支援専門員ガイドライン」の改訂を行います。 
35  他 分 野 の 支 援 者

に対する研修の充

実  ・ヘルパーやケアマネジャーからの要望が多い、精神障害に対する研

修を強化します。 
・市内事業所を対象として、障害特性に応じた専門的技術的な研

修を実施することで、支援者の技術の向上を図ります。 
 

  

基本施策 
４ 
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番号  区分  事業 内容 
36  武 蔵 野 市 地 域 包

括ケア人材育成セ

ンターとの連携  
・たん吸引や経管栄養等、在宅における医療的ケアの必要な障害

のある人が多くなってきています。武蔵野市地域包括ケア人材育

成センター主催の喀痰吸引等研修等について、障害福祉サービス

事業所への周知を図り、介護職の特定認定行為の資格取得を

支援します。 
37 新  「介 護 職 ・看 護 職

Ｒｅス ター ト 支 援

金」の検討  ・新型コロナウイルス感染症の影響により、介護施設等の人材不足

が一層懸念されることから、即戦力となる介護職員及び看護職員

の再就職や介護施設等への新たな就職に対する支援を検討しま

す。 
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 基本施策 ５   新しい福祉サービスの整備 

 

 

施策（１）障害者施設の利活用 

・新たな障害福祉サービスのニーズに対応するため、桜堤ケアハウスのデイサービス

センター機能の転換を図りました。今後も、既存施設の利活用に向けて検討します。 

・ＲＥＮＧＡの今後の活用については、他の公共施設の整備状況などをみながら検討

します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

番号  区分  事業 内容 
38   肢体不自由児等

を対象とした放課

後 等 デイサービス

事業の実施  
・桜堤ケアハウスにおいて、これまで行ってきたデイサービスセンタ

ーの機能転換を図り、肢体不自由児や医療的ケア児を対象

とした放課後等デイサービス事業を実施し、支援体制の充実

を図ります。 
39 新  RENGA の 利 活

用についての検討  ・RENGA については、地域共生社会の理念に鑑み、誰もが利

用可能な施設としての利活用について検討を進めます。 

基本施策 
５ 
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 基本施策 ５   子どもたちが希望を持ち健やかに過ごせるまちづくり  

 

 

施策（１）児童発達支援センターみどりのこども館による子ど

もの発達支援の強化 

・発達に課題のある子どもやその家庭が、地域で安心した生活を送るためには、ライ

フステージに応じた切れ目のない適切な支援が必要です。  

・ライフステージごとに専門的な支援者が異なることは支援に切れ目を生じさせる

要因となり得ることから、母子保健、子育て、教育といった関係機関の連携により、

一人ひとりの発達段階に応じた切れ目のない支援体制を整備していきます。  

・令和２（2020）年４月より、みどりのこども館（ハビット、ウィズ）は、「相談部

ハビット」「通園部ウィズ」として一体化し、児童福祉法に基づく市内初の児童発達

支援センターとなりました。地域の中核的な療育支援施設として、療育の質の向上

と相談支援の充実を図ります。  

 

番号  区分  事業 内容 
40  地 域 療 育 支 援 体

制の強化  ・令和２（2020）年 4 月に国の構造改革特区を活用した児童

発達支援センターみどりのこども館が開設しました。地域の中核的

な療育支援施設として、それぞれの発達段階に応じた適切な支

援を受けられるよう、相談体制の拡充、強化、療育の質の向上

を図り、発達に課題のある子どもへの支援体制を強化します。 
41 新  包括的支援体制の

整備  
・健康課（母子保健事業）と子ども家庭支援センターの連携を

図り、子育て世代包括支援センターとして整備し、新たな相談支

援体制を確立します。 
・子育て世代包括支援センター、児童発達支援センター、教育支

援センターの３センターが中心となり、適切な支援を切れ目なく受

けられるよう、関係機関が連携して包括的な支援を行います。 
42  相 談 部 ハビットのサ

テライトオフィスの設

置  ・桜堤ケアハウスにおいて、これまで行ってきたデイサービスセンターの

機能転換を図り、児童発達支援センターの機能の一つである相

談部ハビットのサテライトを設置し、相談支援体制の強化を図りま

す。 
 

  

基本施策 
６ 
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施策（２）放課後等デイサービスの充実 

・放課後等デイサービスについては、整備費補助の効果もあり、事業所が増加してい

ますが、肢体不自由児や重症心身障害児を対象とした事業所については、設備や手

厚い人員配置等が特に必要となることから、事業所の整備が進んでいない状況です。 

・肢体不自由児等を対象とした放課後等デイサービスの整備促進を図るとともに、児

童発達支援センターみどりのこども館と各事業所間の情報交換や連携を図り、サー

ビスの質の向上を目指します。  

 

番号  区分  事業 内容 
43  放課 後等 デイサー

ビスの質の向上  ・市内の放課後等デイサービスの事業所が増加してきていることか

ら、市内の事業所における支援の質的向上を図るために、事業所

連絡会の内容充実を図ります。 
44  肢 体 不 自 由 児 等

を対 象 とした 放 課

後 等 デ イ サ ー ビ ス

事 業 の 実 施 【 再

掲】 
・桜堤ケアハウスにおいて、これまで行ってきたデイサービスセンターの機

能転換を図り、肢体不自由児や医療的ケア児を対象とした放課

後等デイサービス事業を実施し、支援体制の充実を図ります。 
 

施策（３）保育士等の研修の充実 

・保育園・幼稚園に通う発達に課題のある乳幼児が増加していることから、保育士・

幼稚園教諭等の発達支援に関する認識の共有・スキルアップのための研修等を継続

して実施します。  

 

番号  区分  事業 内容 
45  保 育 士 等 の 研 修

の充実  ・地域で普段から子どもと直接関わる保育士や幼稚園教諭等の発

達支援に関するスキルアップのため、児童発達支援センターによる

地域支援講習会等の研修の充実を図ります。 
 

施策（４）市民の主体的な地域福祉活動に対する支援（再掲）  

・ペアレントメンターの活用に向けた取組みを推進し、保護者の不安や悩みを解消する

ための支援を行います。  

番号  区分  事業 内容 
46 新  ペアレントメンターの

活動支援  ・発達が気になる子どもの子育て経験を活かして、話を聴くことや情

報提供等を行うことで、様々な不安や悩みを抱える家族の支援に

つなげられるよう、市におけるペアレントメンターの活動支援等につい

て検討します。 
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サービス提供体制の整備  第６章  

（第６期障害福祉計画・障害児福祉計画） 

障害福祉計画は、障害者総合支援法に基づき策定され、障害福祉サービスや相談支援、

地域生活支援事業の提供体制の確保に関する事項を定めています。また、障害児福祉計画

は、児童福祉法に基づき策定されるもので、障害児の通所支援サービスをはじめ、地域療

育支援体制の整備に関する事項を定めています。 

いずれの計画も東京都と調整を図りながら、目標値等を定めています。 

１ サービス種別の目標値 

（１） 指定障害福祉サービス、相談支援事業（指定相談支援）  

（１か月あたり） 

サービス種別  単位  
目標値  

令和３年度  令和４年度  令和５年度  

 ①訪問系サービス 
    

   居宅介護、重度訪問介護  
時間数  

人数  

14,838 

368 

15,476 

392 

16,142 

418 
   行動援護、同行援護  

   重度障害者等包括支援  

 ②日中活動系サービス 
 

   

   生活介護  人数  401 411 422 

   自立訓練（機能訓練、生活訓練） 人数  26 26 26 

   就労移行支援  人数  69 73 80 

   就労継続支援（Ａ型） 人数  17 17 19 

就労継続支援（Ｂ型） 人数  321 327 380 

就労定着支援  人数  29 32 35 

   療養介護  人数  23 23 23 

   短期入所（ショートステイ） 日数  429 429 429 

   短期入所（ショートステイ）【市制度】  日数  154 154 154 

 ③居住系サービス 
 

   

自立生活援助  人数  2 2 2 

共同生活援助（グループホーム） 人数  227 238 250 

   施設入所支援  人数  163 163 163 

 ④相談支援事業（指定相談支援） 
 

   

   計画相談支援  人数  105 108 113 

   地域移行支援（精神科病院長期入院者） 人数  15 15 15 

   地域移行支援（福祉施設入所者） 人数  10 10 10 

   地域定着支援  人数  10 10 10 

 ⑤障害児通所支援  
 

   

   児童発達支援  人数  298 330 366 

放課後等デイサービス 人数  391 416 442 
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医療型児童発達支援  人数  1 1 1 

居宅訪問型児童発達支援  人数  1 1 1 

障害児相談支援  人数  59 64 70 

 

（２）地域生活支援事業  

                   （１か月あたり） 

サービス種別  単位  
目標値  

令和３年度  令和４年度  令和５年度  

 ①相談支援事業  
    

   障害者相談支援事業  箇所  3 3 3 

   基幹相談支援センター 有無  実施  実施  実施  

   相談支援機能強化事業  有無  実施  実施  実施  

 ②成年後見制度利用支援事業  有無  実施  実施  実施  

 ③意思疎通支援事業  
    

   手話通訳者設置事業 (週４日） 人数  1 1 1 

   手話通訳者・要約筆記者派遣事業  人数  32 32 32 

 ④日常生活用具給付等事業（年間件数） 
 

   

   介護・訓練支援用具  給付件数  6 6 6 

   自立生活支援用具  給付件数  20 20 20 

   在宅療養等支援用具  給付件数  17 17 17 

   情報・意思疎通支援用具  給付件数  29 29 29 

   排泄管理支援用具  給付件数  2,797 2,870 2,945 

   居宅生活動作補助用具（住宅改修費） 給付件数  10 10 10 

 ⑤移動支援事業  
人数  288 288 288 

時間数  3,343 3,343 3,343 

 ⑥地域活動支援センター 箇所  3 3 3 

 ⑦訪問入浴サービス 人数  11 11 11 

 ⑧緊急通報設備の設置  人数  1 1 1 

 ⑨日中一時支援  人数  160 160 160 

 ⑩障害者探索サービス 人数  87 87 87 

 ⑪身体障害者食事サービス 件数  20 20 20 

 ⑫更生訓練費給付（年間） 件数  1 1 1 

 ⑬自動車運転免許・自動車改造費助成（年間）  件数  2 2 2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

60 

 

 
 

（３）障害児支援の提供体制の整備等 

サービス種別  単位  
目標値  

令和３年度  令和４年度  令和５年度  

 ①児童発達支援センター 箇所  1 1 1 

 ②保育所等訪問支援  有無  実施  実施  実施  

 ③主に重症心身障害児を支援する 

児童発達支援事業所  
箇所  1 1 1 

 ④主に重症心身障害児を支援する 

放課後等デイサービス事業所  
箇所  1 1 1 

 ⑤医療的ケア児支援のための 

関係機関の協議の場  
有無  実施  実施  実施  

 ⑥医療的ケア児支援のための 

コーディネーターの配置  
有無  検討  検討  実施  

  

（４）その他 

サービス種別  単位  
目標値  

令和３年度  令和４年度  令和５年度  

 ①基幹相談支援体制の充実・強化等  有無  実施  実施  実施  

 ②障害福祉サービス等の質を向上させるための  

  取組に係る体制の構築  
有無  実施  実施  実施  

※東京都との協議により、数値が変更となることがあります。 

 

２ サービス確保の方策 

（１）指定障害福祉サービス・指定相談支援  

 

① 訪問系サービス  

 【居宅介護、重度訪問介護、行動援護、同行援護、重度障害者等包括支援】  

■ 住み慣れた地域の中での生活が継続できるよう、民間事業者の参入を促進し

サービス量の確保と質の向上に努めるとともに、サービスに対する情報提供

の充実に努めます。  

② 日中活動系サービス 

 【生活介護、療養介護】  

■ 民間事業所などと連携を図りながら、障害特性に応じた活動の場を確保して

その充実に努めます。  

 【自立訓練（機能訓練）、自立訓練（生活訓練）】  

■ 障害のある人が、自立した自分らしい生活を送るために必要な訓練などの充

実に努めます。  
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 【就労移行支援、就労継続支援（Ａ型）、就労継続支援（Ｂ型）、就労定着支援】 

■ 障害のある人の就労に向けて、民間事業所などと連携を図りながら、就労支

援事業所を整備します。 

 【短期入所（ショートステイ）】  

■ 引き続き既存施設や市単独施設などを活用して、家族介護を支援するショー

トステイの場を確保します。  

③ 居住系サービス  

 【共同生活援助（グループホーム）】  

■  住み慣れた地域の中での生活が継続できるよう市の未利用地の活用なども

含め、民間事業所などと連携を図りながら、グループホームの整備を推進し

ます。  

 【施設入所支援】  

■ 引き続き在宅生活が困難な障害のある人の生活の場として、「わくらす武蔵

野」などを活用して、支援を推進していきます。  

④ 相談支援事業（指定相談支援）  

■ 民間事業所の参入を積極的に促進するとともに、ケアマネジメントの本市に

おける標準化を推進します。  

 ⑤ 障害児通所・相談支援 

■引き続き子どもの療育を目的とした通所先を確保するとともに、質の向上につい

ても、事業所へ働きかけます。あわせて、重症心身障害児や医療的ケア児の支援

事業所の整備を図ります。  

■ 児童発達支援センター相談部ハビットの相談支援体制の充実を図ります。  

 

（２）地域生活支援事業 

 

① 相談支援事業  

■ 引き続き地域活動支援センターにおいて相談支援事業を実施するとともに、市

直営の基幹相談支援センターとの連携をさらに強化します。  

② 成年後見制度利用支援事業  

■  判断能力が不十分な障害のある人に障害福祉サービスの利用契約の締結な

どが適切に行われるようにするため、成年後見の申立てに要する経費及び後

見人などの報酬の全部又は一部を助成する支援を行います。  

③ 意思疎通支援事業  

■ 聴覚に障害のある人のコミュニケーションを確保するため、手話通訳者など

の養成講習会を実施して人材を確保するとともに、各種研修会を通じて資質

の向上を図ります。  

   また引き続き、市の窓口に手話通訳者を設置します。  
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④ 日常生活用具給付等事業  

■ 障害のある人が日常生活を円滑に送ることができるよう、障害特性に応じた

日常生活用具を給付します。  

⑤ 移動支援事業  

■ 外出の支援を行うため、ガイドヘルパーの養成講習会を実施して良質な人材

の育成を支援するとともに、民間事業所の参入を促進してサービス量の確保

に努めます。  

⑥ 地域活動支援センター  

■ 引き続き相談支援事業（特定相談支援及び一般相談支援）を実施し、障害の

ある人が生活するうえでの相談、助言、指導及び関係機関との連絡調整を図

るために地域活動支援センターの機能を充実します。  

⑦ 訪問入浴サービス  

■  引き続き重度の障害のある人の衛生環境を保つためにサービスを実施しま

す。また、夏期におけるサービス量を充実します。  

⑧ 緊急通報設備の設置 

■  一人暮らしや病気などで日常生活に不安のある方の緊急時対応システムの

設置推進を図ります。  

⑨ 日中一時支援  

■ 放課後など日中一時的に見守りなどを必要とする人を支援するために、民間

事業所などの参入を促進します。  

⑩ 障害者探索サービス 

■ 障害のある人を早期に発見して、その安全を確保するためにその利用を促進

します。  

⑪ 身体障害者食事サービス  

■ 食の確保と安否確認を目的として、外出困難な障害のある人などにサービス

を提供します。  

⑫ 更生訓練費給付  

■ 障害者支援施設（旧：身体障害者更生援護施設）などに通所・入所している

人に社会復帰の促進を図るために更生訓練費を給付します。  

⑬ 自動車運転免許・自動車改造費助成  

■  引き続き自動車運転免許の取得費助成及び自家用車の改造費助成制度を実

施します。  
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３ 地域移行・一般就労への移行についての目標値 

  障害のある人の自立支援の観点から地域生活移行や就労支援といった課題につい

て、令和５（202３）年度を目標年度として次の数値目標を設定しています。  

 

（１）精神科病院（長期入院）から地域生活への移行促進  

項目  数値目標  考え方  

【目標値】 

地域生活移行者数  
15 人  

平成 30（2018）年 6月末時点の精神科病

院長期入院者の 10％以上が地域生活へ移

行  

【目標値】 

精神科長期入院者数の減少見

込み 

▲15 人  
平成 30（2018）年６月末時点の精神科病

院長期入院者の 10％以上削減  

（参考）精神科長期入院（１年以上）者数…132 人  （平成 30（2018）年６月末実績）  

 

（２）福祉施設から地域生活への移行促進  

項目  数値目標  考え方  

【目標値】 

地域生活移行者数  
10 人  

 令和元（2019）年度末時点の施設入所者

の６％以上が地域生活へ移行  

【目標値】 

施設入所者数の減少見込み 
▲３人  

令和元（2019）年度末時点の施設入所者

の 1.6％以上削減  

（参考）現在の施設入所者数…166 人  （令和２（2020）年３月末実績）  

 

（３）地域生活支援拠点等が有する機能の充実  

項目  数値目標  考え方  

【目標値】 

地域生活支援拠点等が有する

機能の充実  

1 回/年  
 機能の充実のため、年１回以上運用状況

を検証及び検討する 

 

（４）福祉施設から一般就労への移行促進   

項目  数値目標  考え方  

【目標値】 

年間一般就労移行者数  
  80 人  令和元（2019）年度実績の 1.30 倍以上  

【目標値】 

就労定着支援事業による 

支援開始１年後の職場定着率  

  80％ 

国が示す障害者就業・生活支援センター

を利用して就職した者の就職後１年経過時

点の職場定着率を参考とする 

（参考）現在の年間一般就労移行者数…61 人   

（令和元（2019）年度において福祉施設を退所して一般就労した人数）  
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計画の推進に向けて  第７章  

 

１ 計画の推進のために 

（１）わかりやすい情報提供と障害者福祉制度の普及・啓発  

  相談支援をはじめとする各種サービスは、必要な人に十分に届いていてはじめて機

能していると言えます。「つながり」「こころのつながり」や説明会などの情報共有の

場とともに、ホームページ・SNS 等の広報媒体を活用し対象者に届く情報発信を行

います。また、障害に配慮したわかりやすい情報提供に努め、積極的かつ継続的に障

害福祉制度の普及・啓発に取り組みます。  

 

（２）障害当事者やその家族の求めるニーズの把握と反映  

施策の内容や提供方法などについて、障害当事者やその家族、関係団体の多様な意

見やニーズをより明確に把握し、反映することに努めます。また、個別ニーズに現れ

る課題や地域レベルでの課題が、施策の推進に反映されるよう、実態調査などの手法・

設問・分析方法の改善を検討します。  

 

（３）市民・関係機関と連携した取組みの推進  

  全世代・全対象型の包括的な支援体制を構築するため、保健・医療・介護・福祉分

野の多職種連携をより一層強め、分野横断的な対応の仕組みづくりを図り、計画の実

現に向けて取り組んでいきます。特に、障害当事者、障害者支援施設、学識経験者、

市民などの様々な立場からの参画を得て開催され、関係機関の中核的な役割を担う地

域自立支援協議会と連携し、地域ネットワークの強化や市内の地域資源の改善、関係

機関の連携のあり方など、よりよい地域生活支援に向けた課題を検討していきます。 

 

■ 地域自立支援協議会の活動  ■ 

 

  「障害者総合支援法」では、相談支援事業をはじめとする地域の障害福祉

に関するシステムづくりに関し中核的な役割を果たす協議の場として「地域

自立支援協議会」が位置づけられています。  

  本市においては、平成20（2008）年１月から設置し、中立・公平な相談

支援事業の実施、地域における障害のある人を支えるネットワークの構築、

個別の困難事例への対応のあり方、市内の資源の開発・改善、当事者参画な

ど、地域における様々な課題について検討しています。また、親会の下に、

「くらす」「はたらく」「相談支援」「権利擁護」「障害当事者」の各専門部会

を設け、各部会で立てた年度計画に基づく様々な活動がなされています。  
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（４）庁内連携の強化と市職員の意識向上  

  障害者福祉に携わる部署は、障害者福祉の担当課だけでなく、高齢者、子ども、健

康推進、都市計画や道路整備、教育部など広範囲にわたります。  

 「実務担当者調整会議」「庁内連携委員会」等を活用し、各部署間の情報交換・横

断的調整・連携を推進し、各施策の効率的かつ効果的な推進を図ります。また、すべ

ての市職員が障害のある人に配慮しつつ各自の職務を遂行することができるよう、市

職員の障害者福祉に関する知識と意識を高めていきます。  

 

（５）既存施策の見直しと持続可能な制度の構築  

  社会保障制度全体がその持続可能性を追求して見直しが行われている中、市の障害

者福祉施策も例外ではありません。障害福祉者サービスの定着に伴い、それ以前に作

られた施策の中には役割を終えているものや意義を失っているものも存在していま

す。今求められているニーズに対応し、未来への投資を実現していくため、各サービ

スの果たすべき意義や役割を再整理するとともに、人材や財源の確保策を含め、市の

障害者福祉施策全体を再構築していきます。  

 

（６）国・都との連携や要望、措置  

  障害のある人の地域生活を支える施策は、国や都の制度に基づき運営されているも

のが少なくありません。国や都の新しい動向を注視しつつ密接な連携を図りながら施

策の実施に努めるとともに、「武蔵野市ならではの地域共生社会」を推進するため、

国・都に対し必要な要望を行うとともに、行財政上の措置を要請していきます。  

 

２ 計画の点検と評価 

  計画策定後は各種施策の進捗状況、サービスの見込量などの達成状況を点検、評価

し、その結果に基づいて改善していくという、「ＰＤＣＡ」のサイクルが必要です。  

  本市においては、庁内における進捗把握とともに、健康福祉総合計画・地域共生社

会推進会議に加え、地域自立支援協議会を通じて点検と評価、改善策の検討を行いま

す。 
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資 料 編 

１ 武蔵野市障害者計画・第６期障害福祉計画等 

策定委員会設置要綱  

 

 （設置） 

第１条 武蔵野市（以下「市」という。）において、障害のある全ての人が、住み慣れた地

域社会の中で生活を継続し、共生社会を実現していくために、障害者基本法（昭和45年

法律第84号）第11条第３項の規定に基づく計画、障害者の日常生活及び社会生活を総合

的に支援するための法律（平成17年法律第123号）第88条第１項の規定に基づく計画及び

児童福祉法（昭和22年法律第164号）第33条の20第１項の規定に基づく計画（以下これら

を「武蔵野市障害者計画・第６期障害福祉計画等」という。）を策定するため、武蔵野市

障害者計画・第６期障害福祉計画等策定委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

 （所管事項） 

第２条 委員会は、次に掲げる事項について協議及び検討を行い、その結果を市長に報告

する。 

 (1) 武蔵野市障害者計画・第６期障害福祉計画等の策定に関する事項 

 (2) 前号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項  

 （構成） 

第３条 委員会は、武蔵野市地域自立支援協議会設置要綱（平成20年１月21日施行）第１

条の規定により設置された協議会（以下「自立支援協議会」という。）の委員をもって構

成し、市長が委嘱する。 

 （委員長等） 

第４条 委員会に委員長及び副委員長各１人を置く。 

２ 委員長は自立支援協議会の会長の職にある者をもって充て、副委員長は自立支援協議

会の副会長の職にある者をもって充てる。 

３ 委員長は、会務を総括し、委員会を代表する。 

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたときは、

その職務を代理する。 

 （委員の任期） 

第５条 委員の任期は、委嘱の日から令和３年３月31日までとする。 

 （会議） 

第６条 委員会の会議は、必要に応じて委員長が招集する。 

２ 委員会は、必要があると認めるときは、会議に委員以外の者の出席を求め、説明又は

資料の提出を求めることができる。 

 （報酬） 

第７条 委員の報酬は、武蔵野市非常勤職員の報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例

（昭和36年２月武蔵野市条例第７号）第５条第１項の規定により、日額とし、その額は
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市長が別に定める。 

 （庶務） 

第８条 委員会の庶務は、健康福祉部障害者福祉課が行う。 

 （その他） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、委員会について必要な事項は、市長が別に定める。 

付 則 

１ この要綱は、令和２年５月１日から施行する。 

２ この要綱は、令和３年３月31日限り、その効力を失う。 
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２ 武蔵野市障害者計画・第６期障害福祉計画策定委員会 

   委員名簿 

 

氏名 所属等  備考 

岩本  操  武蔵野大学  人間科学部人間科学科  教授  委員長  

植村 由紀彦  社会福祉法人武蔵野  地域生活支援センターびーと 施設長  副委員長  

荒木 大輔  
社会福祉法人  武蔵野障害者支援施設わくらす武蔵野  施設

長  
 

安藤 直子  社会福祉法人武蔵野千川福祉会  八幡作業所所長   

大山 智華  市民公募委員   

久保田 聡  明日の風法律事務所  弁護士   

佐藤 清佳  武蔵野市民生児童委員協議会  第二地区会長   

佐藤 律々子  株式会社浩仁堂  統括施設長   

長谷川 圭  特定非営利活動法人ゆうあいセンター 理事   

福田 暁子  武蔵野市地域自立支援協議会  障害当事者部会員   

福本 千晴  武蔵野市地域自立支援協議会  障害当事者部会員   

藤原 千秋  
東京都多摩府中保健所保健対策課  地域保健第二担当課長

代理  
 

三浦 明雄  社会福祉法人おおぞら会あすは Kids 管理者  

森 新太郎  特定非営利活動法人ミュー 統括施設長   

横山 美江  社会福祉法人武蔵野市民社会福祉協議会  地域担当係長   

敬称略 順不同  
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３ 策定経過 

開催日  会議名等  協議内容  

令和元（2019）年 11 月 28 日～12 月 20 日  

武蔵野市障害者福祉についての実態調査実施  

令和元（2019）年 11 月 19 日～令和２（2020）年１月６日  

武蔵野市介護職員・看護職員等実態調査実施  

令和２（2020）年５月  

障害者団体ヒアリング実施  

令和２（2020）年  

５月 15 日  

第１回  

策定委員会  

（書面会議） 
※新型コロナ

ウイルス感

染症拡大に

伴う緊急事

態宣言の発

令により 

（１）「武蔵野市障害者計画・第５期障害福祉計画策定委員会」

の設置及び公開・運営等に関する確認について 

（２）武蔵野市第３期健康福祉総合計画・個別計画策定   

スケジュール案について 

（３）武蔵野市障害者計画・第４期障害福祉計画進捗状況  

（４）平成30（2018）年度に向けた障害福祉計画及び障害児福

祉計画に係る基本指針の見直し 

（５）武蔵野市障害者福祉サービスあり方検討有識者会議報告

書について 

（６）武蔵野市障害者福祉についての実態調査報告書  

について 

（７）武蔵野市介護職員・看護職員等実態調査報告書  

について 

令和２（2020）年  

６月 30 日  

第２回  

策定委員会  

（Web 会議） 
※新型コロナ

ウイルス感

染症拡大防

止対策によ

り  

（１）武蔵野市Web会議システムについて 

（２）武蔵野市障害者計画・第６期障害福祉計画  スケジュール

（案） 

（３）武蔵野市障害者計画・第５期障害福祉計画の進捗状況  

（４）障害者手帳所持者数の推移について 

（５）武蔵野市障害者福祉についての実態調査結果の概要  

（６）障害者計画改定に向けた障害者団体等ヒアリング結果の

概要 

（７）計画策定にあたって 改定のポイントと論点  

令和２（2020）年  

８月３日  

第３回  

策定委員会  

（Web 併用） 

（１）計画の全体像（中間のまとめ構成案） 

（２）重点的な取組み 

（３）施策の体系図  

令和２（2020）年  

10 月 20 日  

第４回  

策定委員会  
（１）中間のまとめ（案）について 
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４ 実態調査の結果  
  この調査は、令和２年度に予定している武蔵野市障害者計画に反映するとともに、日

常生活を送る上で必要になるサービスを検討する資料として活用するために実施しま

した。  
調査実施概要  
調査対象：令和元年11月１日現在、武蔵野市が援護の実施機関である身体障害者手帳・

愛の手帳・精神障害者保健福祉手帳の各手帳所持者と自立支援医療（精神通

院）受給者で「つながり」、「こころのつながり」送付対象者、及び医療費助

成（難病、肝炎、小児慢性）受給者  

     ※3,000名を無作為抽出  

     ※障害が重複する場合は主なもの  

 

調査方法：郵送法（郵送配布－郵送回収）  督促１回  

調査票は障害に応じてルビ付版、拡大版等で送付した。  

調査期間：令和元年11月28日（木）～12月20日（金） 

 

回収結果  

 

区 分  発送数  有効回収数  有効回収率  

身体障害  1,288   748 58.1％  

知的障害    410   260 63.4％  

精神障害    792   373 47.1％  

難病・特定疾患    510   310 60.8％  

合 計  3,000 1,691 56.4％  

 

       ※図表中の「n」とは、その設問の回答者数を表している。  
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調査結果概要 

 

（１）本人について 

○年齢は、身体障害者では「75 歳以上」が５割を超えて高齢層が多く、知的障害者では

６歳から 29 歳の若年層、精神障害者では 40 歳から 64 歳の壮年期にかけて多くなっ

ています。難病・特定疾患では 50 歳以上が多くなっています。  

＜年齢＞                                  （％） 

  ｎ 
０～ 

５歳 

６～ 

18 歳 

19～ 

29 歳 

30～ 

39 歳 

40～ 

49 歳 

50～ 

64 歳 

65～ 

74 歳 

75 歳 

以上 
無回答 

  全  体 1,691 0.9 5.4 8.8 7.6 13.7 18.3 16.1 26.7 2.5 

身体障害者 748 0.4 1.2 2.4 2.9 5.3 13.8 21.7 49.7 2.5 

知的障害者 260 4.6 25.8 30.8 14.6 14.6 5.8 1.9 0.8 1.2 

精神障害者 373 - 3.2 8.3 11.3 28.4 28.7 13.7 3.8 2.7 

難病・特定疾患 310 0.3 1.0 6.1 8.7 15.5 27.1 17.4 20.3 3.5 

※網掛けはその各区分で20％以上の数値 

 

○普段の生活における介助や支援を必要とする割合は、知的障害者で８割を超え、障害区

分の中で唯一「必要」が「不要」を上回っています。  

 

＜介助や支援の必要性＞  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  全  体 (1,691)

身体障害者 (748)

知的障害者 (260)

精神障害者 (373)

難病・特定疾患 (310)

ｎ

44.1

82.7

37.8

22.9

52.9

15.4

60.6

75.5

2.9

1.9

1.6

1.6

(%)
44.8 53.0 2.2

必要 不要 無回答
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（２）保健・医療について 

○健康管理や医療の面で困ったり不便に思うことは、「特にない」が身体障害者、精神障

害者、難病・特定疾患で３割から４割台と多くなっています。「通院するのが大変」は

いずれの障害でも２割台となっている他、知的障害者では「障害のため症状が正確に伝

えられない」が特に多く、「医療費の負担が大きい」は難病・特定疾患での指摘が多く

なっています。  

 

＜健康管理や医療の面で困ったり不便に思うこと＞  

 

 

 

 

 

 

 

（３）相談について 

○相談相手が「いる」は知的障害者で８割近く、身体障害者と精神障害者でも６割台とな

っています。  

＜相談相手＞  

 

 

 

 

 

 

 

 

○相談の際の不便なことでは、知的障害者と精神障害者では「実際の支援につながらない」

「相談先が限られている」などがの不満が多く、精神障害者と難病・特定疾患では「プ

ライバシーが守られるか不安」もあげられています。  

＜相談の際の不便なこと＞  

 

 

 

 

  

ｎ

□特にない □通院するのが大変 □医療費の負担が大きい □障害のため症状が正確
に伝えられない

  全  体 (1,691)

身体障害者 (748)

知的障害者 (260)

精神障害者 (373)

難病・特定疾患 (310)

37.0

43.2

20.4

39.4

32.9

0 30 60
(%)

24.0

22.1

28.8

22.3

26.5

0 30 60
(%)

18.5

14.0

9.2

19.6

35.5

0 30 60
(%)

12.2

4.5

46.2

12.1

2.3

0 30 60
(%)

  全  体 (712)

身体障害者 (274)

知的障害者 (164)

精神障害者 (196)

難病・特定疾患 (78)

69.0

79.3

65.3

53.8

26.3

18.3

31.6

42.3

4.7

2.4

3.1

3.8

(%)ｎ
68.7 27.7 3.7

いる いない 無回答

ｎ

□ 相談先が限られている □ 実際の支援につながら
ない

□ プライバシーが守られる
か不安

□ 実際に支援が始まるま
でに時間がかかる

□ 相談場所が遠い

  全  体 (489)

身体障害者 (189)

知的障害者 (130)

精神障害者 (128)

難病・特定疾患 (42)

14.1

9.5

19.2

18.0

7.1

0 20 40
(%)

13.3

9.0

22.3

13.3

4.8

0 20 40
(%)

10.0

6.9

4.6

16.4

21.4

0 20 40
(%)
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○相談先がない理由では、身体障害者、精神障害者、難病・特定疾患では「相談先がわからな

い」が４割以上、難病・特定疾患では「他人に相談するのが不安」が３割以上と多くなって

います。また、知的障害者と難病・特定疾患では「家族や友人以外に相談する必要がない」

が２割台となっています。 

＜相談先がない理由＞  

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）放課後や休日のサービスについて（児童）  

○放課後や休日のサービスに関して、現在の利用状況では「放課後等デイサービス」が62.4％

と多くなっています。今後の希望が伸びているサービスとしては「移動支援（ガイドヘル

プ）」が目立ちます。また、「放課後等デイサービス」の利用希望回数は“週５回以上”、「日

中一時支援」では“週１回”が多くなっています。週当たりの希望平均利用回数は「放課

後等デイサービス」が3.5回、「日中一時支援」が2.1回となっています。 

〇「放課後等デイサービス」の利用は前回調査の54.8％から今回は62.4％に、希望平均回

数も週2.4回から週3.5回へと増えています。 

＜放課後や休日のサービス＞  
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安
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★週当たりの利用希望回数 
放課後等ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ ：週１回（9.1%）、週２回（18.2%）、週３回（27.3%）、週４回（4.5%）、週５回 

以上（36.4%） 

日中一時支援 ：週１回（38.5%）、週２回（23.1%）、週３回（3.8%）、週４回（-）、週５回以上（11.5%） 
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（５）就労について 

○障害児を持つ母親の就労状況は「正社員として働いている」が17.8％で、「パート・ア

ルバイトなどで働いている」（31.7％）をあわせた《就労中》は49.5％となっています。

なお、「働いていないが、できれば働きたい」は34.7％と、就労意向のある人が多くな

っています。  

〇《就労中》の母親は前回の30.8％から今回は49.5％と大きく増加していいます。  

＜母親の就労状況＞  

 

 

 

 

 

 

 

 

○本人の就労状況は、19歳から49歳にかけて就労している人が多くなっています。就労

の形態としては、難病・特定疾患では「会社員等」、知的障害者、精神障害者、難病・

特定疾患では「パート、アルバイト等」が多くなっています。また、知的障害者では

38.6％の人が「就労継続支援Ａ型・Ｂ型や就労移行支援」を利用しています。  

○現在未就労の人の就労意向は、19～64歳では「会社員等」「パート、アルバイト等」の

希望が多くあげられ、19～29歳では「就労継続・就労移行支援」も比較的多くなって

います。  

＜本人の就労状況＞  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※上図は19～64歳の勤労世代に絞って表示しています。 
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（６）障害者差別解消法について 

〇障害者差別解消法を「知っている」は15.7％、「聞いたことはある」は27.9％となり、

両者を合わせた認知度は43.6％となっています。  

○差別解消法の認知度は前回の31.6％から今回の43.6％へと大きく上昇しています。  

〇差別を感じる場面は「特にない」（65.1％）が多く、「公共施設や交通機関を利用すると

き」が8.8％、「仕事を探すとき」が6.4％となっています。  

 

＜障害者差別解消法の認知状況＞  ＜差別を感じる場面＞  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（７）障害福祉サービスについて 

○障害福祉サービスを「利用している」は知的障害者では７割を超えていますが、難病・

特定疾患では「利用していない」が84.5％、身体障害者と精神障害者でも６割台とな

り、区分による偏りが大きくなっています。  

 

＜障害福祉サービスの利用状況＞  
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○障害福祉サービスの利用の際に不便だと思うことでは、「何が利用できるのかわからな

い」や「サービスに関する情報が少ない」という声が少なくありません。特に精神障害

者ではこれらの情報不足を指摘するものが他の障害より多くなっています。また、知的

障害者では、「サービスを利用するための手続きが大変」なども多くなっています。  

＜障害福祉サービスの利用の際に不便だと思うこと＞  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（８）災害時の対応について 

○市の災害時要援護者支援対策事業に「登録している」は１割未満となっています。  

 

＜災害時要援護者支援対策事業への登録状況＞  
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○災害時の不安は、精神障害者と難病・特定疾患では、「薬や必要な医療的ケアが受けら

れるかどうか不安がある」が５割台と多くなっています。知的障害者と精神障害者では

「避難所でほかの人と一緒に過ごすことに不安がある」が４割以上と多くなっています。

知的障害者ではこの他、「避難所の設備や、必要な支援が受けられるか不安がある」「避

難所に避難したいが一人では避難できない」が３割台、精神障害者では「近くに助けて

くれる人がない」が２割台で他の区分より多くなっています。  

＜災害時の不安＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ｎ

□できるだけ自宅で避難
していたいが災害情報
が入手できるか不安が
ある

□できるだけ自宅で避難
していたいが一人では
不安がある

□避難所に避難したいが
一人では避難できない

□近くに助けてくれる人が
いない

  全  体 (1,691)

身体障害者 (748)

知的障害者 (260)

精神障害者 (373)

難病・特定疾患 (310)

27.7

30.7

28.8

28.2

18.7

0 30 60
(%)

17.4

16.3

25.8

21.4

8.4

0 30 60
(%)

15.1

16.7

30.8

10.5

3.9

0 30 60
(%)

15.0

14.0

11.5

24.4

9.0

0 30 60
(%)

ｎ

□できるだけ自宅で避難
していたいが水や食料
が入手できるか不安が
ある

□薬や必要な医療的ケア
が受けられるかどうか不
安がある

□避難所でほかの人と一
緒に過ごすことに不安
がある

□避難所の設備や、必要
な支援が受けられるか不
安がある

  全  体 (1,691)

身体障害者 (748)

知的障害者 (260)

精神障害者 (373)

難病・特定疾患 (310)

44.8

43.9

49.2

51.5

35.2

0 30 60
(%)

41.3

36.4

25.0

53.4

52.6

0 30 60
(%)

33.1

21.1

57.7

45.8

26.1

0 30 60
(%)

28.9

27.7

38.5

27.9

25.2

0 30 60
(%)



 

78 

 

 
 

（９）引きこもりについて 

〇障害当事者の引きこもりの状況を把握するため、回答内容をいくつか組み合わせて算出

したところ、引きこもりの可能性がある該当者は27人、全体の1.6％となりました。  

 

【算出方法】  

内閣府調査も参考に、社会的な接点の少なさに着目して以下の項目で抽出しました。 

まず、回収総数 1,691 件（①）から、年齢を 40 歳から 65 歳未満に絞り（②）、

通学も就労もしていない（③）、障害福祉サービスの利用がない（④）人で、用事の

ない時の過ごし方に不満を持っている（⑤）人のうち、さらに同僚・友人・近所の

人との日常的な会話の頻度が少ない人（⑥）としました。  

 

①回収総数  1,691 件   100.0% 

 

②40 歳以上 65 歳未満   541 件  32.0% 

 

③通園通学／就労なし  216 件  12.8% 

 

④障害福祉サービスの利用なし  157 件  9.3% 

 

⑤用事のないときの過ごし方に不満   52 件  3.1% 

 

⑥ 日常的な会話の頻度が少ない 

（直近６カ月） 

２７件  1.6% 

内訳  

身体  ７件 

知的  ０件 

精神  １６件 

難病  ４件 

  ※表示している比率はすべて回収総数 1,691 件を 100％とした値  

  ※⑤用事のないときの過ごし方に不満：「あまり満足していない」を含む  

  ※⑥日常的な会話の頻度が少ない人：問 28 の②学校や職場、施設の人、③友人・知人、④近

所の人、地域の人の回答がいずれも「ほとんど話さない」（無回答を含む）  

 

【参考】内閣府調査  （生活状況に関する調査  平成 30 年度）  該当者  1.45％ 

調査対象：全国の 40 歳～64 歳  5,000 人   調査時期：平成 30 年 12 月 

内閣府調査ではひきこもりを、自室や家からほとんど出ない状態に加え、趣味の用

事や近所のコンビニ以外に外出しない状態が 6 カ月以上続く場合と定義。  

なお、内閣府調査では身体障害を理由とする場合は定義から外している。  
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（10）今後のことについて 

○将来の暮らしの希望をみると「家族と一緒に暮らしたい」は身体障害者と難病・特

定疾患で４割台と多く、知的障害者では「グループホームで暮らしたい」が 28.1％

と比較的多くなっています。また、精神障害者では「独立して暮らしたい」も２割

台となっています。  

 

＜将来の暮らし方＞  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇武蔵野市での暮らしに「とても満足している」は31.8％で、「まあ満足している」をあ

わせた《満足している》は88.3％と多くなっています。また、いずれの障害区分、年齢

でも《満足している》は８割以上となっています。  

 

＜武蔵野市での暮らしの満足度＞  
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（11）施策要望について 

○施策要望では、「地震や台風など災害時の支援体制の整備」「いつでも気軽に相談できる

窓口の充実」「住宅の整備、住宅探しの支援」の３項目は障害に関わらず上位にあげら

れており、共通した施策要望となっています。この他、身体障害者では「障害者が利用

しやすい移動手段の整備」、知的障害者では「日中の居場所の確保」「趣味の活動の支援」

「発達障害児・者への支援」、精神障害者では「就労支援」などが上位にあげられてい

ます。  

＜施策要望＞  
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4.4

15.8

4.8

10.0

0 30 60
(%)

5.2

4.1

3.1

5.4

9.4

0 30 60
(%)

4.0

4.1

1.2

4.3

5.8

0 30 60
(%)

ｎ

□就労支援 □日中の居場所の確保
（大人のための）

□趣味の活動の支援（障
害者福祉センターの講
習会など）

□障害や疾病に対する理
解を深めるための啓発
活動

  全  体 (1,691)

身体障害者 (748)

知的障害者 (260)

精神障害者 (373)

難病・特定疾患 (310)

17.0

11.6

17.7

27.3

16.8

0 30 60
(%)

15.3

13.6

25.0

15.0

11.6

0 30 60
(%)

11.4

9.9

24.2

9.4

6.5

0 30 60
(%)

10.1

8.3

13.5

14.2

6.5

0 30 60
(%)

ｎ

□地震や台風など災害時
の支援体制の整備

□いつでも気軽に相談で
きる窓口の充実

□住宅の整備、住宅探し
の支援（グループホー
ム、住宅相談など）

□障害者が利用しやすい
移動手段の整備

  全  体 (1,691)

身体障害者 (748)

知的障害者 (260)

精神障害者 (373)

難病・特定疾患 (310)

32.7

34.6

32.7

26.8

35.2

0 30 60
(%)

28.6

26.9

21.2

38.9

26.5

0 30 60
(%)

23.9

16.3

46.5

28.4

17.7

0 30 60
(%)

19.6

29.0

9.2

10.2

17.1

0 30 60
(%)



 

 

 

 
 

  



 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

武蔵野市障害者計画・第６期障害福祉計画  

～支え合いのまちづくりをめざして～ 

 

＜令和３（2021）年度～令和５（2023）年度＞ 

令和２（2020）年 11 月 
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